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巻頭言

　さいたま市は、平成13年５月１日に旧浦和・大宮・与野の３市合併により誕生し、その後政令指定都

市への移行、旧岩槻市との合併を経て、令和３年には、さいたま市誕生20周年という節目を迎えます。

　現在は、10行政区に131万人（令和２年４月１日現在）を超える人口を擁し、今なお発展・成長を続

けています。

　また、東北・上越など新幹線６路線を始め、ＪＲ各線や私鉄線が結節する東日本の交流拠点都市である

ほか、約64,000人を集客する国内最大のサッカー専用スタジアム「埼玉スタジアム２〇〇２」、コンサー

トやバスケットボール等の様々なイベントで利用される「さいたまスーパーアリーナ」等の大規模集客施

設を有しております。

　このような高度で多様な都市機能を集積するとともに、都市近郊にありながら見沼田んぼをはじめ、規

模の大きな緑地や水辺が多く残っており、都市と自然が共存した街並みは当市の魅力であり、市民意識調

査の結果では、８割以上の方が、「住みやすい」「住み続けたい」と感じています。

　さらに、本市では世界最高峰の自転車競技大会「ツール・ド・フランス」の名を冠した「さいたまクリ

テリウム」など、国際的スポーツイベントを開催しています。

　消防局としては、こうした国際的イベントの開催期間中に万全な消防体制を確立し、市民及び来訪者の

安心・安全を確保するため、多言語対応やテロ災害等への対応強化を行っているほか、複雑多様化する災

害や、近い将来、発生が危惧されている首都直下地震及び南海トラフ巨大地震から市民の生命と財産を守

るべく、日々消防体制の充実強化を図っているところです。

　さて、当局は、「さいたま市消防力整備計画」に基づき、平成31年４月に見沼消防署を新設移転し、１

局３部９課１室10消防署16出張所体制となりました。見沼消防署には、大規模災害等に対応する「重機

搬送車」や「後方支援車」のほか、当局として初めての配備となる「大型水槽車」、「電源照明車」等の特

殊消防車両を配備しております。また、更なる消防体制の充実強化のため、令和２年７月の岩槻消防署の

新築移転、令和３年度の中央消防署の新築移転に向け取組んでいます。

　さらに、増大する救急需要への対応としては、市民が家庭で緊急度を判断する際の一助となる冊子「119

救急ガイド」を全戸配布するとともに、WEBサイト「さいたま市救急受診ガイド」を運用しているほか、

市民の応急手当知識・技術の習得を促進するための取組として、「応急手当普及員」の養成強化を図って

います。

　そして、当市防災センターでは、防火・防災を学習する機会を提供するため、火災や水害の疑似体験が

できるVR 災害疑似体験装置を導入して、市民の防火・防災意識の高揚を図る取組を実施しています。

　今後も、複雑多様化する各種災害や大規模災害から131万人市民の生命と財産を守るため、災害に強い

都市の実現に向けて、様々な取組を進めてまいります。

災害に強い都市の実現に
向けて

林　 一 浩さいたま市消防局長
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令和元年度救急業務のあり方に関する
検討会報告書の概要 消防庁救急企画室

はじめに

　消防庁救急企画室では、高齢化の進展を背景として救
急需要が増大する一方、救急隊の増隊には限界があるた
め、救急業務の円滑な実施と質の向上や、救急車の適正
利用の推進等、救急業務を安定的かつ持続的に提供し救
命率の向上を図ることを目的に、「令和元年度救急業務
のあり方に関する検討会」（座長：有賀　徹 独立行政法
人 労働者健康安全機構理事長）を開催しました。検討
会では、救急業務を取り巻く諸課題やその対応策につい
て、有識者を交えて３回にわたり検討を行いました。今
回、令和２年３月にまとめられた検討会報告書の概要に
ついて紹介します。

検討の背景と目的1

　平成30年中における全国の救急自動車による救急出
動件数は約661万件、搬送人員は約596万人で、いずれ
も過去最多を更新しました。救急出動件数の増加等を要
因に、救急活動時間は延伸傾向にあり、平成30年中の
病院収容所要時間（119番通報を受けてから医師に引き
継ぐまでに要した時間）は39.5分（前年比0.2分増）と
なっています。
　このような背景から、救急業務を安定的かつ持続的に
提供していくための課題に対応するため、今年度の検討
会では、「救急業務の円滑な実施と質の向上」、｢救急車
の適正利用の推進｣ 、「その他」の分類に沿って、外国
人傷病者対応等の検討項目（図表参照）について検討を
行いました。

各検討事項の概要2

（1）外国人傷病者対応
　外国人傷病者対応については、2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会等の今後の国際的大規模イベ
ントの開催に伴う訪日外国人旅行者の増加等にあわせて、
外国人傷病者からの救急要請も増加することが懸念され
ていることから、これまでの検討を踏まえ、現在の外国人

令和元年度救急業務のあり方に関する検討会　主要検討項目

傷病者対応における課題を整理するとともに、令和元年度
に行われた国際的大規模イベント等での対応状況や先進
的な取組を把握することを目的として、検討を行いました。
　国際的大規模イベント（ラグビーワールドカップ
2019日本大会やG20大阪サミット等）への対応を実施
した消防本部等による連絡会での検討やアンケート調査
等から、コミュニケーションにおける留意点を整理する
とともに、医療機関選定に関する課題が挙げられました。
　外国人傷病者対応時のコミュニケーションについて
は、救急ボイストラや三者間同時通訳等のコミュニケー
ションツールの活用により基本的な対応は可能であるこ
とが示されましたが、留意点としてそれぞれのツールの
長所・短所を把握し、状況に応じた使い分けを考慮した
上で、様々なツールを備えることが重要であることが示
されました。
電話通訳センターを介した三者間同時通訳及び多言語音声翻訳アプリ

「救急ボイストラ」における留意点
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　医療機関選定に関する課題については、国際的大規模
イベント開催時と平常時における検討を行い、それぞれ
対応策が示されました。
　国際的大規模イベント時の対応策としては、G20大阪
サミットにおいて活用された医療機関連絡表の改善が有
効な取組として示され、対応可能言語や対応可能時間帯
などの情報を正確かつ詳細に記載し、救急隊や指令室等
と共有することで、外国人傷病者の医療機関選定に役立
つことが期待できるとされました。
　また、平常時の対応策としては、厚生労働省及び観光
庁が連携して取りまとめた医療機関リストを基に、救急
隊が救急現場で活用可能な医療機関リストを作成するこ
とや各地域における外国人患者を受け入れる拠点的な医
療機関とのコミュニケーションを行うことによって、円
滑な医療機関選定につながることが考えられるとされま
した。

－医療機関リストの掲載情報－
●都道府県　●医療機関名（日本語・英語）　●郵便番号　●住所（日本語・
英語）
●電話番号  ●受付時間　●WEBサイト　●対応診療科と対応外国語●利
用可能なクレジットカード　●その他利用可能なキャッシュレスサービス　
●24時間365日対応可否 ●災害拠点病院　●外国人受入環境整備事業の対
象医療機関　●JMIP（ジェイミップ）　●JIH（ジャパンインターナショナル
ホスピタルズ）
●都道府県が選出する外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関
カテゴリー１：入院を要する救急患者に対応可能な医療機関　
カテゴリー２：診療所・歯科診療所も含む外国人患者を受入可能な医療機関
●医療機関種別　●救急医療体制
●外国人患者対応の専門部署の有無及び対応言語・対応可能日時　
●外国人向け医療コーディネーターの有無および対応言語・対応可能日時
●医療通訳者の有無および対応言語・対応可能日時　
●遠隔通訳の有無および対応言語・対応可能日時　
●その他の言語サポートの有無および対応言語・対応可能日時

医療機関リスト掲載情報

医療機関リスト（実際のExcel表）

※厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05774.html）

　今回取りまとめた内容を参考に、各地域の実情に応じ
て必要な取組を行うことが望まれます。
（2）メディカルコントロール体制のあり方
　平成３年に救急救命士法が施行された後、平成13年
にいわゆるメディカルコントロール体制（以下「MC体
制」という。）の構築を積極的に進めることが消防庁か
ら全国に通知され、体制整備が進んでいます。一方で、
MC体制の構築から約20年が経過し、MC体制に期待さ

れる役割が拡大し、多様化してきているため、特にMC
体制の基礎であり、土台となる役割が十分に機能してい
るかについて、実態調査による現状把握と、課題の抽出
を行い、今後のMC体制のあり方について検討を行いま
した。

　MC体制の概要

　アンケートの分析結果から、救急救命士に対する指示
を常時受けることができる体制や、消防機関と医師双方
による事後検証体制、再教育としての病院実習を行う体
制については、ほぼ全国的に実施できる体制整備がなさ
れていることが判明しました。一方で、より適切な指示
を医師から受けることができるようなメディカルコント
ロール協議会の取組や、日常的な再教育における指導救
命士の役割や活用方法等について、課題が抽出されまし
た。
　今後は、抽出された課題に対して基礎的なMC体制を
全国でしっかりと構築できるような解決策を講じるとと
もに、拡大・多様化する今後のMC体制のあり方につい
ても、把握した現状を元に検討を行っていくこととされ
ました。

（3）救急安心センター事業（♯7119）の事業検証体制
　救急安心センター事業（♯7119）は、令和元年12月
１日現在、全国16地域で実施され、国民の43.9％がサー
ビスを受けられる状況となっています。
　事業が徐々に広がりを見せる中で、事業の検証（評価）
については各実施団体に一任されているのが現状です。
そこで、事業の質を向上し、住民に安心・安全な相談事
業を提供することを目的に、♯7119に寄せられた意見

（苦情、感謝等）に対する検証体制と応答率の評価方法
について検討し、検証・評価体制のモデルを作成すると
ともに、事業を外部委託する際の仕様書の例を示しまし
た。
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　♯7119の導入状況

♯7119における事業検証の３つの枠組（イメージ）

これまでに示されている♯7119の事業効果

　また、今後も消防庁と実施団体とが一体となって、連
携・協力・議論を継続し、事業効果の定量化のほか、事
業のレベルアップに取り組む必要性が示されました。
　♯7119の全国展開を推進するためには、事業効果の
提示に加え、社会的要因や地域実情に対応した事業の必
要性を改めて検証するとともに、未導入地域における事
業実施に向けた体制づくりが必要であり、本検討会とし

ても今後の検討課題であると考えています。

（4）緊急度判定の実施・検証
　３年間の検討の最終年度として、前々年度の検討結果
や前年度の準備を踏まえ２つのモデル地域において、
119番通報時及び救急現場における緊急度判定の実施・
検証及び結果の分析を行い、緊急度判定を導入した場合
に享受されうるメリット等の情報を全国の消防本部に提
供することで、緊急度判定の導入や既存の運用方法の見
直しを促すことを目的として、検討を行いました。

　平成29年度からの３年間のスケジュール

　その結果、プロトコルに基づいた緊急度判定を導入す
ることにより、119番通報時に緊急度の高い事例を速や
かに判断しPA連携などの部隊運用の強化を図ることで、
出動指令から現場到着までの所要時間の短縮が可能とな
ることや、指令担当職員間の ｢均一性｣ が担保された出
動指令を出すことができるといった効果が得られること
を確認できたことに加え、導入するに当たっての留意点
等についても明らかにしました。
　また、消防本部において緊急度判定の導入及び運用を
する場合の参考として用いることができるように、実施
手順及び活動方針等をまとめた「緊急度判定の導入及び
運用手引書」を作成しました。

　緊急度判定の導入及び運用手引書（119番通報時・救急現場）
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　また、今回の実施・検証により示された結果を踏まえ、
既に緊急度判定を導入している消防本部にあっては、既
存の運用方法のバージョンアップや出動体制等の充実を
図っていくこと、未導入の消防本部にあっては今回示さ
れた具体的な効果を踏まえて導入に向け前向きな検討を
開始することの必要性が示されました。平成17年度か
ら目標とし、議論を重ねてきた「救急医療を必要とする
傷病者に対し、緊急性を適切に判断し、迅速に医療機関
に搬送するという概念」が全国各地でいよいよ確実に定
着することが強く期待されます。

（5）救急業務に関するフォローアップ
　救急業務に関する取組状況については、救急業務に関
するフォローアップとして、アンケート調査による全国
の実態把握と並行して、都道府県の担当部局と共に消防
本部を個別訪問し、現状及び課題の認識の共有並びに必
要な助言を行いました。
　一連のフォローアップにより、都道府県及び消防本部
が各地域における救急業務の現状を分析し、課題や問題
点を認識する一つの契機となり、今後は、更なるステッ
プとして、各地域における課題や問題点への対応策につ
いて、消防庁としても各地域が認識している問題意識を
踏まえた上でサポートを行っていきます。

（6）�傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の
実施

　近年、救急現場において、119番要請され、心肺停止
の傷病者に対応する際に、傷病者の家族等から本人が心
肺蘇生を望んでいなかったという意思を示される事案が
生じており、一刻を争う差し迫った状況の中、救急隊が
心肺蘇生の中止及び救急搬送の判断に苦慮することが課
題となっています。こうした背景のもと、平成30年度
から検討部会を設置し、消防本部等の取組状況の実態調
査や、これに基づく課題の整理及び検討を行い、令和元
年７月に検討部会報告書を取りまとめました。
　当該事案については、「本人の生き方・逝き方は尊重
されていくもの」との基本的認識が示された一方で、傷
病者が心肺停止になった経過や心肺蘇生の中止について
話し合った関係者の範囲・内容、かかりつけ医等との連
絡の有無等、救急現場における状況は、千差万別である
ことに加え、緊急の場面であり、多くの場合医師の臨場
はなく、通常救急隊には事前に傷病者の意思は共有され
ていないなど時間的情報的な制約があります。このため、
救急隊の対応は十分な検討が必要であり、今後、事案の

実態を更に明らかにしていくとともに、各地域での検証
を通じた、事案の集積による、救急隊対応についての知
見の蓄積が必要であると結論付けました。
　消防庁では、検討部会の報告書を踏まえ、全国の消防
本部に対して今後期待される事項等についての通知（「平
成30年度救急業務のあり方に関する検討会傷病者の意
思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施に関する検
討部会」報告書について（令和元年11月８日付け消防
庁救急企画室長通知）を発出し、消防本部に対し、地域
包括ケアシステムやACP（アドバンス・ケア・プランニ
ング、愛称「人生会議」）に関する議論の場への参画な
どを求めました。

傷病者の意思に沿った救急現場における
心肺蘇生に関する検討部会報告書（概要）

傷病者の意思に沿った救急現場における
心肺蘇生に関する検討部会報告書（要点）

（7）救急隊における観察・処置
　近年ほぼ一貫して増加している救急搬送人員の内訳を
見ると、平成30年では「循環器系（心疾患、脳疾患等）」
に分類されたものが「急病」の中で最も多くなっていま
すが、心臓病、脳卒中のいずれも、発症時及び救急隊接
触時からできるだけ早期の治療介入により予後の改善が
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期待できる疾患であることは広く知られています。今回、
「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他
の循環器病に係る対策に関する基本法」の公布・施行等
を背景に両疾患に関する救急隊の観察・処置等について、
関係学会から消防庁に対して最新の科学的知見に基づく
提案がなされたことから、当該提案に対して救急業務や
救急医療の観点から検討を行いました。
　「迅速性」、「客観的効果」等の救急隊の応急処置の原則、
地域における救急医療体制の現状等に鑑みれば、両疾患
とも身体観察に関する提案項目については、周知や教育
機会の確保を全国に促していくことが望ましいこと、ま
た、搬送体制に関する提案項目については、地域の救急
医療体制等の実情に応じて、各地域において検討が行わ
れることが望ましい等の結論に至りました。

知見からアップデートを行っていくことの必要性につい
て示されました。

日本脳卒中学会から提示された観察項目

　救急隊が傷病者に対して適切な観察・処置を行い、適
切な搬送先医療機関を選定し、早期治療につなげていく
ことの重要性については議論を待たないことであり、医
学の進歩に伴い、治療につながる新しい知見が蓄積され
ていく中で、救急隊としても自らの活動について医学的

おわりに

　令和元年度の検討会においては、2020年東京オリン
ピック・パラリンピック競技大会等の国際的大規模イベ
ントに向けた外国人傷病者対応や、消防庁としての最重
要施策の１つである救急安心センター事業（♯7119）
に係る事業検証、メディカルコントロール体制のあり方、
緊急度判定の実施・検証といった消防庁の各種重要課題
の多岐にわたる検討のほか、傷病者の意思に沿った救急
現場における心肺蘇生の実施検討の報告、救急業務に関
するフォローアップによる各地域の救急業務への取組状
況の把握等、救急業務のあり方について多くの成果をま
とめることができました。
　本報告書が各地域で有効活用され、救急救命体制の充
実・強化の一助となり、我が国の救命率の向上につなが
ることを期待しています。

問合わせ先
　消防庁救急企画室
　TEL: 03-5253-7529
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「過疎地域等における燃料供給インフラの維持
に向けた安全対策のあり方に関する検討会」
報告書の概要

　国内の石油製品需要の減少を背景として、過疎化や、
それに伴う人手不足等により、給油取扱所（ガソリンス
タンド）の数が減少し、自家用車や農業機械等への給油、
移動手段を持たない高齢者への灯油配送などに支障を来
す地域が増加しています。このような状況を踏まえ、エ
ネルギー基本計画（平成30年７月３日閣議決定）等に
おいて、AI・IoT等の新たな技術を活用し、人手不足の
克服、安全かつ効率的な事業運営や新たなサービスの創
出を可能とするため、安全確保を前提とした規制のあり
方について検討することが求められています。また、第
２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和元年12
月20日閣議決定）では、人口減少や高齢化が著しい地
域での給油所の撤退等を踏まえ、各種生活サービス機能
が一定のエリアに集約され、集落生活圏内外をつなぐ交
通ネットワークが確保された拠点である「小さな拠点」
の形成を促進することとされています。
　このため、過疎地域等の地域特性や最近の技術動向等
を踏まえ、給油取扱所における安全対策のあり方として
次の項目について検討を行ってきました。
○�石油製品流通網の維持策における安全対策のあり方に
関する事項
○�給油取扱所におけるAI・IoT等の新技術を活用した安
全対策のあり方に関する事項

検討の概要1

危険物保安室

過疎地域等における燃料供給インフラ
を取り巻く状況等

2

（１）　給油取扱所の現況
　�　営業用の給油取扱所（サービスステーション。以下
「SS」という。）の施設数は、55,656（平成11年）か
ら31,358（平成30年）まで減少し（図１）、ガソリン
や灯油等の販売量も減少傾向で推移し、今後も減少傾
向が継続すると見込まれています（図２）。

95 2,505 7,074 8,885 9,861 
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＊ 自家用の給油取扱所、船舶に給油する給油取扱所等は除く。 
   施設数は、完成検査済証交付施設数（廃業しているが、製造所等の用途の廃止の 
 届出を行っていない施設が一部含まれている可能性がある。）。 

図１　営業用給油取扱所数の推移

（出典）次世代燃料供給インフラ研究会資料 

図２　ガソリン販売量の推移

　�　このうち、ガソリンは自動車以外にも農業機械等の
燃料としての需要も多く、今後も一定の需要の継続が
見込まれます。また、灯油は暖房のほか給湯ボイラー
の燃料にも用いられ、寒冷地や中山間地での需要も多
いです。そのため、引き続き石油製品は国民生活に必
要不可欠であり、地域において、SSを中心とする燃
料供給インフラの維持は必要です。
　�　しかしながら、全国的なSS数の減少に伴い、「SS過
疎地」（SS数が３以下の市町村をいう。以下同じ。）
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が増加しています。SS過疎地においては、SSの維持
に必要な事業の採算性の確保が困難で、石油元売会社
や燃料供給事業者による従来の対応だけでは限界があ
り、今後、更にSS過疎地が拡大し、燃料の安定供給
に支障が生じ、地域の衰退に繋がることが懸念されま
す。特に中山間地や高齢化の進む地域等において、燃
料供給インフラの維持は、喫緊の課題です。このよう
な状況下において、自家用車や農業機械への給油、移
動手段を持たない高齢者への灯油配送などに支障を来
す、いわゆる「SS過疎地問題」が、地域住民の生活
環境の維持及び防災上の観点から、全国的な課題と
なっています。

（２）　給油取扱所の減少等を踏まえた関連の政府方針
　�　平成30年７月に閣議決定された「エネルギー基本
計画」において、AI・IoT等の新たな技術を活用し、
人手不足の克服、安全かつ効率的な事業運営や新たな
サービスの創出を可能とするため、安全確保を前提と
しつつ、関連規制のあり方についての検討が求められ
ています。
　�　また、令和元年12月に閣議決定された第２期「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」において、人口減少や高
齢化が著しい地域での給油所の撤退等を踏まえ、必要
な生活サービス機能を維持・確保するため、地域住民
自らによる主体的な地域の将来プランを作成し、地域
運営組織の形成を促すとともに「小さな拠点」の形成
を促進することが示されています。

（３）　関係省庁におけるこれまでの主な取組み
　�　過疎地域等の燃料供給インフラの維持に向けた取組
みとして、経済産業省資源エネルギー庁を中心とした
「SS過疎地対策協議会」において、SS過疎地対策の必
要性の発信、持続可能な供給体制構築のための相談窓
口の設置などが進められており、平成28年には、「SS
過疎地対策ハンドブック」も策定されています。また、
地域における石油製品の安定的な供給の確保を目的と
した「SS過疎地対策検討支援事業」も実施されています。
　�　過疎対策や地方創生における取組みとして、総務省
主催の「過疎問題懇談会」において、新たな過疎対策
のあり方についての検討が進められています。また、
過疎地域等における「小さな拠点」の形成を促進する
ため、燃料供給の維持・確保を含め、総務省、国土交
通省及び内閣府において、市町村等の取組みに対して、
過疎対策事業債（総務省）、「小さな拠点」を核とした
「ふるさと集落生活圏」形成事業（国土交通省）、地方
創生推進交付金（内閣府）など様々な支援が行われて

います。
　�　危険物保安上の取組みとして、消防庁では、中山間
地域などの来店頻度の低い給油取扱所において、専従
の係員の確保が難しい状況を踏まえ、平成28年３月、
顧客の呼び出しに応じ、係員が隣接する店舗等から移
動して給油等を行う運用形態に係る指針を示していま
す。また、AI・IoT等の新たな技術の活用や、業務の
効率化等の観点から、タブレット端末等の携帯型電子
機器を使用する上での留意事項及び給油取扱所に係る
技術上の基準の行政実例を示しました。

（４）　過疎地域における取組み
　�　過疎化が進み、地域の燃料供給に支障を来す一部の
自治体（長野県売木村、和歌山県すさみ町等）におい
ては、資源エネルギー庁や「SS過疎地対策協議会」
等による支援を受けつつ、自治体や住民が中心となっ
て、燃料供給インフラである給油取扱所の維持に向け
た取組みが進められています。

（５）　過疎地域等における燃料供給の実態把握
　�　過疎地域等における燃料供給に関する実態把握の一
環として、令和元年９月に、長野県売木村及び静岡県
浜松市の現地視察等を実施しました。
　ア　長野県売木村
　　�　長野県売木村は、人口550人（令和元年７月現在）、
周囲を山々に囲まれ、高齢化率は46％の自治体で
す（図３）。生活関連機能は役場周辺に集約され、
居住地もその周辺にまとまっています。自動車燃料、
農機具用燃料、暖房用灯油等の需要が見込まれるた
め、燃料供給インフラの維持が必要です。

　　�　現在、村の燃料供給は、村民主体の「うるぎ村ガ
ソリンスタンドを残す会」が運営する村内唯一の
SSが担っていますが、人件費以外の経費は村の補
助金で賄われており、地下タンクの入替え等イニ
シャルコストの確保に苦慮しています。

　　�　売木村のように、コンパクトで生活関連機能が集
約され、継続的に一定の燃料需要が見込まれる地域
では、燃料供給の「小さな拠点」として、基幹集落
における給油取扱所の維持・更新が適当と考えられ
ます。施設の更新に際しては、地下タンクに比べ、
設備投資に係る経費を抑制できる地上タンクが有効
と考えられますが、安全性の確保のため、危険物事
故や自然災害時の影響等についてのリスク評価を行
う必要があります。道の駅の運営などの事業の多角
化や多機能化等によりSS運営における採算性の向
上が考えられます。
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　イ　静岡県浜松市
　　�　静岡県浜松市は、人口約80万人（令和元年９月
現在）、市域は静岡県内最大（全国２番目）の政令
指定都市です。北部は、同市中山間地域振興計画の
対象地域である天竜区、北区引佐町北部がある一方、
天竜区のうち、春野、佐久間、水窪、龍山地域は、
過疎対策自立促進法の指定地域となっています（図
４）。

　　�　SS数は、29施設（平成21年３月末）から17施設（令
和２年１月末）まで減少しており、天竜区龍山地域
では既にSSはなく、また、最寄りのSSまで15㎞以
上離れている集落は、天竜区内225集落のうち22以
上あり、同区内に点在しています。

　　�　このような状況を踏まえ、浜松市では、定期的な
巡回により燃料を供給する方法が適しているとし
て、平成30年度に、タンクローリーと可搬式給油
設備を接続して給油等を行う方策について、経済産
業省「ＳＳ過疎地対策検討支援事業」による実証事
業を実施しています（図５）。

　　�　浜松市天竜区のように、採算が合わず、また、集
落の点在により１カ所のSSだけでは利便性が向上
しない地域では、燃料供給事業者が定期的に各地域
を巡回しタンクローリーと可搬式給油設備を接続し
て給油等を行う形態（移動式のSS）や、タンクロー
リーにより灯油を配達する形態が適していると考え
られます。

　　�　平成30年度に実施された実証事業では、消防法
第10条第１項ただし書に基づき、仮取扱いの承認
により駐車場等で行われたが、移動式のSSを恒常
的に運用する場合には、火災や危険物の流出事故を
考慮し、SS跡地の有効活用等により安全を確保す

図３　長野県売木村の概要

（出典）　売木村ホームページ

ることが適当と考えられます。
　　�　また、「小さな拠点」として、基幹集落の事業者
が巡回して運営するなど、地域の実情に合わせ、既
存の燃料供給ルートも活用し、地元の合意を得なが
ら計画を進めていくことも持続性の確保のために重
要と考えられます。

図４　静岡県浜松市の概要

図５　平成30年度実証事業の実施状況

危険物保安上の検討課題の抽出と対応
の進め方に関する技術的整理

3

　自治体や関連事業者団体等の要望事項を基に検討課題
を抽出し、危険物保安上の観点から対応の進め方につい
て技術的整理を行うとともに、「早急に社会実装化を進
める」項目について技術基準の見直しを行いました。
（１）　検討課題の抽出
　　�　燃料供給インフラの維持に有用な方策や、消防法
関連規定に対する自治体や関連事業者団体の要望事
項から、危険物保安上の検討課題を抽出し、表１の
とおり取りまとめました。
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項目 要望等の概要
①�セルフ給油取扱所※におけるタブレット端
末等による給油許可

セルフ給油取扱所においては、事業所内の制御卓に従業者を配置し、顧客による給油作業の監視等を行うこととし
ているところ、タブレット端末等によっても給油許可等を可能とする。

②給油取扱所における屋外での物品販売等 物品販売等の業務は、原則として建築物の一階で行うこととしているところ、建築物の周囲の空地であっても、物
品販売等の業務を可能とする。

③地上タンクを設置する給油取扱所の活用方策 固定給油設備等に接続する専用タンクは地下タンクとすることとしているところ、これに替えて地上タンクを設け
ることを可能とする。

④�タンクローリーと可搬式給油設備を接続し
て給油等を行う給油取扱所の活用方策 定期的に各地域を巡回しタンクローリーと可搬式給油設備を接続して給油等を行う形態を可能とする。

⑤簡易計量機の油種指定の柔軟化 防火地域及び準防火地域以外の地域においては、簡易計量機を、その取り扱う同一品質の危険物ごとに３個まで設
けることができることとしているところ、同一品質の危険物を取り扱う簡易計量機を複数設けることを可能とする。

⑥�危険物（灯油等）と日用品の巡回配送によ
る燃料供給方策 配送効率性を高めるため、他の日用品とともに危険物（灯油等）を巡回配送することを可能とする。

⑦�給油者を限定した給油取扱所における危険
物の取扱いや危険物取扱者のあり方

給油取扱所の利用者が地域住民に限られる場合、地域の実情を踏まえた給油取扱所の運営や燃料供給の担い手の確
保等を可能とする。

⑧営業時間外におけるスペース活用の検討 営業時間外においては、顧客を出入りさせないための措置（ロープ等による囲い等）を講ずることとしているとこ
ろ、地域のイベントや宅配ボックス利用等のため、営業時間外の顧客の出入りを可能とする。

⑨�セルフ給油取扱所におけるAI監視等による
自動給油許可

セルフ給油取扱所においては、事業所内の制御卓に従業者を配置し、顧客による給油作業の監視等を行うこととし
ているところ、従業者による監視等に代えて、AI等を活用した監視システムにより自動で給油許可等を行うことを
可能とする。

⑩ローリーから簡易計量機への注入技術 タンクローリーから簡易計量機のタンクへ危険物を注入するときは、原則としてタンクローリーの注入ホースを緊
結することとしているところ、タンクローリーから直接危険物を注入することを可能とする。

⑪簡易計量機の容量制限のあり方 簡易計量機のタンク容量は600リットル以下とされているところ、タンク容量を増大させることを可能とする。

⑫屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 給油取扱所の屋根（キャノピー）面積の大きさ等から、屋内給油取扱所として、自動火災報知設備等の安全対策を
講ずることとしているところ、既存の施設のままキャノピー面積を大きくすることを可能とする。

※顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所をいう。以下同じ。  

表１　抽出された検討課題

（２）　�各検討課題の対応の進め方に関する技術的整理
（第３回検討会中間まとめ）

　　�　危険物保安上の観点から各検討課題の対応の進め
方について技術的整理を行いました。

　　�　このうち、実施方法や安全対策等の検討が技術的
に進んでいる項目を表１①～⑧として整理しまし
た。過疎地域の燃料供給インフラの維持に資するこ
とが期待される方策であり、モデル的な導入や社会
実装化の方法等について検討に着手することが適当
です。このうち、表１①及び②については、燃料供
給事業者のニーズも特に高く、具体的な実施方法や
安全対策に関して先行的に取組みが進んでおり、早
急に社会実装化を図るものとして、技術基準の見直
しを進め、その具体的な運用等について、モデル実
証等を行いました。また、表１③～⑧については、
安全性の検証や社会実装化の方法の整理等を順次進
めていくことが適当と考えられ、特に表１③及び④
については、モデル事業も行われていることから「Ｓ
Ｓ過疎地対策検討支援事業」などの取組みと連携し
つつ、本検討会において危険物保安上の安全対策の
検討を進めていくことが適当と考えられます。

　　�　一方、新たな技術開発等が必要である項目につい
ては、表１⑨～⑪として整理し、必要に応じてシミュ
レーションや実験を踏まえて、その取扱いについて

検討することが適当と考えられます。
　　�　また、給油取扱所に関連する規制の合理化として、
表１⑫として整理しました。この項目については、
表１②により屋外での物品販売等が可能となった場
合に、物品販売等に適した場所を十分確保する観点
において有用なものと考えられます。そのため、表
１②に係る環境改善に資するものとして検討を進め
ていくことが適当と考えられます。

（３）　技術基準の整備
　　�　（２）の技術的整理を踏まえ、表１①（セルフ給
油取扱所におけるタブレット端末等による給油許
可）及び②（給油取扱所における屋外での物品販売
等）の項目について、危険物の規制に関する規則（昭
和34年総理府令第55号）の一部改正を行い、技術
基準の整備を図りました（令和元年12月20日公布、
令和２年４月１日施行）（図６）。

　　�　当該改正を受け、本検討会では、実際の給油取扱
所において実証実験を行い、これらの技術基準に係
る具体的な運用※等を整理しました。

　　　※�各項目に対する具体的な運用通知については、
「顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所におけ
る可搬式の制御機器の使用に係る運用につい
て」（令和２年３月27日付け消防危第87号）、「給
油取扱所における屋外での物品の販売等の業務
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に係る運用について」（令和２年３月27日付け
消防危第88号）において示しています。

図６　省令改正内容のイメージ

過疎地域等の燃料供給インフラ維持に関
する危険物保安上の今後の検討の進め方

4

　過疎地域等の燃料供給インフラ維持の観点から、各検
討課題の位置づけを整理し、危険物保安上の基本的な考
え方をとりまとめました。
　全国的にSSの急速な減少に伴い、過疎地域における
給油や灯油配送などに支障を来す等その影響は顕著に現
れ、その対策が急務となっており、安全確保を前提とし
て、現存SSの事業継続に資するよう、経営効率を高め
る取組みを講じやすくするととともに、過疎地域の燃料
供給インフラの維持に資するよう、地域特性に応じた方
策を選択しやすくすることが必要です。
　このような考え方に基づき、今後の検討の進め方につ
いて次のとおり整理しました。
（１）　�現存する給油取扱所の事業継続に向けた考え方に

ついて
　　�　SSは、平時の燃料供給インフラであるとともに、
災害時の緊急車両や非常電源への燃料供給の拠点で
もあり、公的な機能も有することから、全国的な減
少に歯止めをかけ、各地域に必要な燃料アクセスを
確保することが必要です。このため、石油製品需要
の減少や人手不足等の状況を踏まえ、各事業者にお
いて経営効率の向上に取り組みやすい環境を整備
し、現存SSの事業継続を図ることが重要です。

　　�　この一環として、現存SSにおける操業の効率化、
事業の多角化、利便性の向上等に有用と考えられる
設備や運用方法について、危険物保安上の観点から
その要件を明確化することが必要です。

　　�　関連する具体的な方策の例としては、表１に掲げ
る検討課題のうち、①、②、⑧、⑨及び⑫が該当す

ると考えられます。
（２）　�過疎地域の燃料供給インフラの維持に向けた考え

方について
　　�　過疎地域においては、事業者の自助努力だけでは
事業継続が困難な状況のため、地域の燃料供給イン
フラを維持・再構築するためには、住民や自治体等
が一体となって取り組み、また、各種の生活サービ
ス機能も同様の課題を抱えていると考えられること
から、「小さな拠点」（集落ネットワーク圏）を形成
する中で、燃料供給インフラを維持・再構築するこ
とが重要です。

　　�　これに当たり、各地域において、「SS過疎地対策
ハンドブック」等を参考として燃料供給計画（SS
過疎対策計画）を策定するとともに、地方創生や過
疎対策関連の施策（過疎地域自立促進市町村計画の
策定、財政支援等）と連携して実効性を確保が求め
られます。また、各地域において、地域特性（燃料
需要、災害リスク等）に応じた計画を策定すること
ができるよう、選択肢として有用な新たな施設形態
や業態について、危険物保安上の観点から要件を明
確化していく必要があります。

　　�　関連する具体的な例としては、過疎地域における
取組みや、現地視察の結果を踏まえ、次の３項目に
整理できると考えられます。

　　ア　�基幹集落等において施設の設置・更新に係る負
担を低減するための考え方

　　　�　経費や配置・規模の見直しの面において、比較
的負担の少ない地上タンクの利用範囲の拡大が求
められています。地上タンクの利用に関する具体
的な方策の例としては、表１に掲げる検討課題③、
⑤、⑩及び⑪の項目が該当します。

　　　�　③は長野県売木村のように、継続的に一定の需要
が見込まれる基幹集落において、また、⑤、⑩及び
⑪は、需要規模の小さい地域や、周辺集落向けのサ
テライト的な拠点において有効と考えられます。

　　　�　危険物保安上、地下タンクに比べ、地上タンク
は、漏えいや火災が発生した場合の規模、自然災
害等外的な要因による被災等の面で潜在的リスク
が大きいことから、立地環境や事故対策について
要件を明確にすることが必要です。

　　イ　�燃料需要が広範囲・低密度の地域において燃料
供給インフラを維持するための考え方

　　　�　タンクローリーと可搬式給油設備を接続して給
油等を行う形態（移動式のSS）について、災害
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問合わせ先
　消防庁危険物保安室
　TEL: 03-5253-7524

時の仮取扱いだけでなく、平時を含めた恒久的な
利用への適用範囲の拡大が求められています。移
動式のSSに関する具体的な方策の例としては、
表１に掲げる検討課題④の項目が該当します。

　　　�　④については、静岡県浜松市天竜区のように、
集落が点在している中山間地等における巡回営業
に利用することが考えられます。

　　　�　危険物保安上、移動式のSSについても、漏え
いや火災が発生した場合の周辺への影響等を考慮
し、SSの跡地利用等により安全対策を確保する
ことが必要です。

　　ウ　�地域住民主体で施設運営や人手を確保するため
の考え方

　　　�　和歌山県すさみ町や北海道占冠村や奈良県川上
村等のように、地域住民や自治体の参画による共
同的な運営により燃料供給を維持している例もあ
ります。具体的な方策の例としては、表１に掲げ
る検討課題⑥及び⑦の項目が該当します。

　　　�　⑥及び⑦については、より効果的・効率的な実
施方法について広報周知していくことが重要で
す。また、運営の担い手を確保するため、危険物

取扱者等の専門的な技術を持つ住民の育成方策を
検討していくことも必要です。

（３）　中長期的な燃料供給体制の維持の考え方について
　　�　中長期的な観点からは、人口、交通、エネルギー
消費等の社会情勢の変化や技術の進展等に応じ、地
域の燃料需要を踏まえ、供給体制を継続的に見直し
ていくことが重要です。

今後の課題5

　各検討課題について、表２に示す進め方に基づき、技
術的検証を行いながら、検討を進めていく必要があり、
技術的検証に当たっては、消防庁における実証事業のほ
か、経済産業省の実証事業の結果等も活用する等、効率
的に検討を進めていくこととします。
　また、新たな方策を導入する場合においては、従業員や
地域住民に対する教育・訓練など、保安管理の徹底方策に
ついても併せて検討を行う必要があると考えています。
　過疎地域等の燃料供給インフラの維持は喫緊の課題で
あることから、結論が得られた項目は、速やかに法令改
正等の措置を講ずることが必要であると考えています。

検討課題 検討の進め方

現存する給油取扱所の事業継続に係る
方策

①�セルフ給油取扱所におけるタブレット端末等に
よる給油許可等

今年度の実証実験を踏まえ、消防庁において必要な指針を策定。
※技術基準については、令和元年総務省令第67号により措置済み。

②給油取扱所における屋外での物品販売等 ①と同様に検討。

⑧営業時間外におけるスペース活用の検討 モデル検証を実施し、通常の業務以外での施設利用や人の出入りに伴い必要となる
安全管理策を検討。

⑨�セルフ給油取扱所におけるAI監視等による自動
給油許可

モデル検証を実施し、ＡＩ監視の要求性能や当該システムを客観的に評価するため
の方法等について検討。施設外からの遠隔監視は、火災等の事故発生時の応急措置
を適切に実施することが難しいと考えられることから、施設内に従業員が配置され
ていることを前提として検討。

⑫屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和
キャノピー面積の増加に伴う可燃性蒸気の滞留危険性や火災時の周辺への熱影響を
シミュレーション等により分析・評価するとともに、上階に他の用途に供する部分
が存する場合の影響を考慮して検討。

過
疎
地
域
の
燃
料
供
給
イ
ン
フ
ラ
の
維
持
に
係
る
方
策

基幹集落等において施設の設
置・更新に係る負担を低減す
るための方策

③地上タンクを設置する給油取扱所の活用方策 モデル検証を実施し、危険要因の抽出や火災シミュレーション等によるリスク分析・
評価を行い、必要な安全対策を検討。

⑤簡易計量機の油種指定の柔軟化 油種を軽油・灯油からガソリンに切り替えた場合、従来に比べてガソリンの取扱量
が増えることに伴う危険性や、追加の安全対策の必要性の有無を検討。

⑩ローリーから簡易計量機への注入技術 ローリーから簡易計量機へ直接詰め替える場合の危険要因を分析し、安全に詰め替
えるための必要な要件を検討。

⑪簡易計量機の容量制限のあり方 ③と併せて検討。
燃料需要が広範囲・低密度の
地域において燃料供給インフ
ラを維持するための方策

④�タンクローリーと可搬式給油設備を接続して給
油等を行う給油取扱所の活用方策

モデル検証を実施し、危険要因の抽出や火災シミュレーション等によるリスク分析・
評価を行い、必要な安全対策を検討。

地域住民主体で施設運営や人
手を確保するための方策

⑥危険物と日用品の巡回配送による燃料供給方策 過疎地域等においてモデル検証を実施し、必要な安全対策を検討。
⑦�給油者を限定した給油取扱所における危険物の
取扱いや危険物取扱者のあり方

過疎地域等においてモデル検証を実施し、必要な安全対策を検討するとともに、地
域の燃料供給の担い手の確保方策等について検討。

表２　各検討課題の検討の進め方 ※表中①～⑫は、表１と同一の項目
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「先進技術を活用した石油コンビナート災害
対応に関する検討会」について

　消防庁では、日々発展するＩｏＴ、ＡＩ、３Ｄ解析技
術やドローンなどを先進技術として位置付け、それらを
活用した石油コンビナート災害対応の未来像を提示する
ことにより、先進技術の導入促進を図るため、標記の検
討会を開催しました。その概要について本稿で紹介しま
す。

はじめに1

消防庁特殊災害室

（１）　検討会設置の背景・目的
　�　南海トラフ地震等の大規模自然災害では、石油コン
ビナートにおいても甚大な被害が予想されています。
その際に発生する災害では、実態を迅速かつ正確に把
握し、限られたリソースを活用して正確な状況判断に
基づいた災害対応が求められますが、その人材の育成
やノウハウの継承が順調に進んでいるとは言い難く、
関係者において懸念されている状況にあります。
　�　一方、正確な情報を迅速に収集するＩｏＴ、３Ｄ解
析技術や的確に状況判断を行うＡＩ等の先進技術の発
展はめざましく、様々な分野において保安対策、ヒュー
マンエラー対策に活用され始めています。
　�　このため、石油コンビナート災害における都道府県、
消防機関及び特定事業所の対応を、より安全で効果的
に行うための先進技術の活用が推進されるよう、先進
技術活用に関するニーズ調査及び分析を行い、概ね５
Ｇ技術が普及した程度の近い将来を想定した先進技術
の導入及び活用方策を検討しました。

（２）　検討会の構成・経過（表１，２）
　�　学識経験者、行政機関、消防本部、業界団体等をメ
ンバーとした検討会を設置（座長：小林恭一東京理科
大学教授）し、令和元年８月から令和２年２月までに
計４回開催しました。

検討会概要2

【表１．検討会委員】

役職 氏名 所属等

座長 小林　恭一 東京理科大学　総合研究院　教授

座長代理 細川　直史 消防庁消防大学校消防研究センター　技術研究部長
　教授

委員 今尾　　清 四日市市消防本部　予防保安課長

委員 臼田裕一郎 国立研究開発法人　防災科学技術研究所　総合防災
情報センター長

委員 小川　　晶 川崎市消防局　予防部　危険物課長

委員 金井　則之 一般社団法人　日本鉄鋼連盟　防災委員会　委員
（第２回以降　山本政樹）

委員 川越　耕司 石油化学工業協会　消防防災専門委員長

委員 神取　弘太 TerraDrone株式会社　日本統括責任者

委員 國方　貴光 防衛装備庁　陸上装備研究所　システム研究部　無
人車両・施設器材システム研究室長

委員 小出　　均 市原市消防局　警防救急課長

委員 河本　泰輔 岡山県　消防保安課長

委員 古賀　崇司 東京消防庁　警防部　特殊災害課長

委員 小島　公平 神奈川県　くらし安全防災局　防災部　工業保安課
コンビナートグループ　副技幹

委員 小林　正幸 経済産業省　産業保安グループ　高圧ガス保安室　
室長補佐

委員 佐川　　平 電気事業連合会　工務部　副部長

委員 篠原　久二 一般社団法人　日本ガス協会　技術ユニット　製造
グループ　マネージャー

委員 杉山　　章 危険物保安技術協会　企画部長

委員 田邉　正透
独立行政法人　石油天然ガス・金属鉱物資源機構　
資源備蓄本部 環境安全・技術部　環境安全課　担
当調査役

委員 三浦　安史 石油連盟　安全管理部長

委員 村上建治郎 株式会社Spectee　代表取締役CEO

委員 森口　昌和
NECソリューションイノベータ株式会社　イノベー
ション戦略本部先端技術事業創造グループ　プロ
フェッショナル

オブザーバー 警察庁、厚生労働省、国土交通省、海上保安庁、環境省、全国消
防長会
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【表２．検討会経過】

日時・場所 議事

第１回
令和元年８月７日（水）
14：00 ～ 16：00
於　三田共用会議所

●検討会の概要及び進め方
●石油コンビナートにおける災害対応
●先進技術の紹介
●�先進技術を活用した災害対応支援の

ニーズ調査及び事例・文献調査

第２回
令和元年12月２日（月）
13：30 ～ 15：30
於　日本消防会館

●アンケート集計結果
●国内外の先進技術活用事例

第３回
令和２年１月29日（水）
14：00 ～ 16：00
於　三田共用会議所

●先進技術の導入事例
●�先進技術を活用した石油コンビナート

災害対応イメージ
●�先進技術を活用した石油コンビナート

災害対応における課題
●報告書の骨子（案）

第４回
令和２年２月20日（木）
14：00 ～ 16：00
於　三番町共用会議所

●�先進技術を活用した石油コンビナート
災害対応イメージ及び課題・留意点

●報告書（案）

（１）�石油コンビナート災害対応時の先進技術活用に関
するアンケート（表３）

　�　先進技術の導入によって解決したい課題や先進技術
の導入ニーズを把握するため、石油コンビナート等特
別防災区域の存する都道府県、消防本部及び特定事業
所が災害対応に当たって、現に課題と認識しているこ
と、先進技術の活用案や既に行っている取り組み等に
ついて調査を行いました。

石油コンビナート災害対応時の課題・
ニーズ

3

【表３．アンケート調査概要】

 調査数 回答数（回収率） 

調査対象 

消防本部 91 88（97％） 

都道府県 33 32（97％） 

特定事業所 667 458（69％） 

実施期間 令和元年９月 11 日～10 月７日 

調査方法 Ｅメールによる照会・回答 

調査項目 

〈問１〉 災害発生時の課題について（チェックボックス（複数可）及び自由記載）

〈問２〉 先進技術を活用した課題解決策の案について（自由記載） 

〈問３〉 現に先進技術を災害対応に活用している事例について（自由記載） 

（２）アンケート調査結果について
　ア　災害発生時の課題〈問１〉（図１～４）
　　�　都道府県、消防本部及び特定事業所を問わず、災
害活動支援に関する課題を重要と捉えており、その
主なものは「災害拡大予測」、「消防隊等の活動状況」
及び「負傷者の状況」となっていました。

　　�　災害発⽣場所に関すること、災害に起因する危険

物質等の特性や対処⽅法に関するものが課題として
挙げられていました。

【図１．収集や共有に課題があると感じる情報（情報区分別）～都道府県・消防機関～】

場所, 151, 16%

災害起因物質, 186, 20%

プラントの運転等, 113, 12%

災害活動支援, 480, 

51%

その他, 9, 1%

場所 災害起因物質 プラントの運転等 災害活動支援 その他

【図2．情報区分ごとの内訳　～都道府県・消防機関～】
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【図3．収集や共有に課題があると感じる情報（情報区分別）～特定事業所～】

場所, 522, 22%

災害起因物質, 454, 19%

プラントの運転等, 184, 8%

災害活動支援, 1174, 

50%

その他, 29, 1%

場所 災害起因物質 プラントの運転等 災害活動支援 その他

【図4．情報区分ごとの内訳　～特定事業所～】
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　イ　先進技術を活用した課題解決策の案〈問２〉
　　�　先進技術を活用した課題解決策の案について、都
道府県、消防本部及び特定事業所問わず課題として
認識していた「災害の拡大予測」についてみると、
災害の拡大を予測する前提として、各機関が映像や
データを共有することが重要視され、その上で、気
象条件などを加味した予測システムを望む意見が多
く認められました。（表４、５）

　　�　また、「事業所内の施設配置や発災場所へのルー
ト」における課題に対しては、タブレットを活用し
た施設情報・ルートの共有や、ドローンからの俯瞰
映像を共有することにより解決できるのではないか
との意見が多く挙げられました。（表６、７）

【表４．災害予測に関する課題と対策案　～都道府県・消防～】

内容 件数

課題
どのように拡大するのか把握することが困難である。 19

過去の結果を参考としたもので、実災害の被害予測とは言
えない。 １

対策

現在の気象条件や測定データ等を基に、拡大予測を行うシ
ステムを望む。 15

災害現場を映像で共有し、予測につなげる。 13

映像や情報の共有により、専門家等から拡大予測について
助言を得たい。 １

【表５．災害予測に関する課題と対策案　～特定事業所～】

内容 件数

課題
どのように拡大するのか把握することが困難である。 22

過去の事例を参考にしても予測には限界がある。 １

対策
現在の気象条件や測定データ等を基に、拡大予測を行うシ
ステムを望む。 29

映像及びデータを共有し、予測につなげる。 20

【表６．事業所内の施設の配置や発災場所へのルートについて　～都道府県・消防～】

内容 件数

課題

発災場所や施設の状況把握が困難である。 32

案内がなければ発災場所に到着することが困難である。 14

災害時の情報を考慮した安全なルートを把握することが困
難である。 5

対策

タブレット等により情報を共有する。 34

ドローン等による俯瞰的な映像を共有する。 16

無人機等により自動で案内する。 ２

【表７．事業所内の施設の配置や発災場所へのルートについて　～特定事業所～】

内容 件数

課題

到着する車両ごとに何度も同じ説明を求められる。 91

夜間、休日など案内に充てるだけの人手が不足している。 37

災害時の情報を考慮した安全なルートを把握することが困
難である。 58

対策

タブレット等により情報を共有する。 138

ドローン等による俯瞰的な映像を共有する。 ７

無人機等により自動で案内する。 ４

災害時の情報から安全なルートを算出するシステムを構築
する。 ２

　　�　さらに、石油コンビナート災害対応の現状とアン
ケートの結果から、主に次のような課題があること
が確認できました。（表８）

【表８．石油コンビナート災害対応に関する現状と課題】

現状 事業所の敷地が広大で、様々な施設が入り組んでいる。

課題 ●�消防機関が到着するたびに、案内等の対応に追われ、事業所の初
動が遅れる。

現状 プラントで取り扱う物質、施設の名称、作業工程等の専門性が高い。

課題

●物質の危険性、消火方法、防護に必要な装備がわからない。
●�事業所と行政機関で知識に差があるため、危険性の認識の共有が

困難
●被害の予測、対応方針の立案が困難

現状 事業所と行政機関または行政機関どうしの情報の伝達が、通報、無
線、FAXといった音声、文字情報で行われる。

課題

●伝達のスピードが遅い。（リアルタイムの情報でない）
●災害のイメージがわかない。
●�物質名のわずかな言い間違い、書き間違いによって、誤った対応

をしてしまうおそれがある。

現状 災害の規模が大きく、多くの部隊が出動する。

課題

●被害の全体像の把握が困難
●死傷者の数、位置、重症度の把握が困難
●部隊の活動状況の把握が困難
●無線だけでは全部隊への確実な情報共有が困難
●�大量の情報が指揮本部に流れ込み、重要情報の精査、情報の整理、

アップデートが円滑にできない。

　ウ　�先進技術を災害対応に導入している事例〈問３〉
（図５～８）

　　�　先進技術の導入状況については、ドローンやウェ
アラブルデバイスを活用している事例、画像情報共
有システムを導入し、災害現場と指揮本部、あるい
は災害現場と本社対策本部においてリアルタイムの
情報共有をしている事例、大規模災害時にＳＩＰ４
Ｄ（府省庁連携防災情報共有システム）を活用して
いる事例などがありました。

　　�　なお、報告書本文には、他にも多くの事例を掲載
していますので、参考にしてください。
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【図５．ウェアラブルデバイス×画像伝送装置の活用事例】

【図６．映像伝送システム活用事例】

【図７．状況把握のためのドローン活用事例】

【図８．ＳＩＰ４Ｄの活用事例】

（１）石油コンビナート災害対応の未来像（図９）
�　都道府県、消防本部及び特定事業所における課題、ニー
ズを踏まえて検討を重ね、通常時（災害発生前）～災害
対応時（災害最盛期）を４つのフェーズに分けて、先進
技術を活用した石油コンビナート災害対応の未来像を提
示しました。
�　通常時のプラントでは、ＩｏＴ、各種センサー、ドロー
ン、ロボットにより膨大なデータが常に集積され生産管
理が行われるなどスマート保安体制が構築されており、
事故が未然防げる、早期発見される状況を描いています。
また、配置人員の効率化やヒューマンエラー対策として、
ウェアラブル端末やＡＲ技術の導入も進んでいる状況と
なっています。
　一方、災害が発生した場合は、その施設のデジタルツ
イン表示、またドローンによる俯瞰映像により、直感的・
視覚的にも状況が把握でき、それをリアルタイムに消防
機関とも共有できる状況を描いています。
　消防機関が事業所へ到着した際には、発災プラントの
各種データ、リアルタイム映像、ウェアラブル端末によ
る負傷者情報等が瞬時に確認でき、発災場所へは、ＡＩ
が選定した安全なルートを無人機が案内する状況となっ
ています。
　消防機関や自衛防災組織の防災活動中には、ＡＩによ
る戦術提案や、ビデオ会議による専門家からのアドバイ
スが行われます。また、事業所周辺への影響を現場の状
況とＳＩＰ４Ｄによって集約された情報に基づいてＡＩ
が予測し、都道府県、市町村が行う避難情報の発信を支
援します。
　発災直後から集約されたデータ、映像は、都道府県や
消防庁とも共有され、各機関が一体となった防災体制が
構築されている状況を描いています。

（２）　先進技術導入時の課題・留意点等（表９）
　先進技術を導入するにあたっての課題・留意点等につ
いては、将来的に重要な視点であることから、主なもの
を以下のとおりとりまとめました。

石油コンビナート災害対応の未来像と
課題

4
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【図９．石油コンビナート災害対応の未来像】

【表９．先進技術導入時の課題・留意点等】

情報共有に関するもの

・情報を共有する際のデータのセキュリティ
・情報共有プラットフォームの持続的運用

ＡＩに関するもの

・データが少ない場合の機械学習や、戦術提案など定量化しにくい判
断

・ＡＩ活用における運用主体・判断責任

費用対効果に関するもの

・先進技術導入のメリットの明確化
・先進技術導入に係る規制上のインセンティブ

将来的に開発の必要があるもの

・過酷な環境に耐えうるロボット、電源、ネットワーク
・自律的な運行ができるドローン
・超高解像度で映像が撮影できる衛星
・防爆型で低コストかつ操作性の良い機器

人材に関するもの

・先進技術を活用できる人材育成
・ＶＲによる教育訓練

企業参入に関するもの

・ベンチャー企業やスタートアップの参入
・先進技術導入に係るガイドラインの作成

　本検討会を通じて、目指すべき目標イメージとしての
石油コンビナート災害対応の未来像及び課題等について
整理した結果、石油コンビナート災害対応への先進技術
活用の方向性は以下のとおりと考えられます。

おわりに5
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問合わせ先
　消防庁特殊災害室
　TEL: 03-5253-7528

◆�先進技術により、災害対応時の情報を容易・迅速・
正確に共有することが可能となる。

◆�AI、ドローン、ロボット等の活用により、困難
な活動を支援することが可能となる。

◆�本調査の活用事例のような、先進事例の共有・
普及が重要である。

◆�生産現場においてもIoTやAI等の先進技術を導入
し、安全性と効率性を向上させる「スマート保安」
が進められており、この技術や機能を災害対応
に延長することで、相乗効果が生み出される。

◆�先進技術の開発は加速度的に進んでいるため、そ
れらを円滑に導入する方策を講じることが重要で
あり、ベンチャー企業やスタートアップ企業の参
入等の動きを促進することが効果的である。

　消防庁としては今後、本検討会で得られた結果を踏ま
え、ニーズが高く、かつ実現可能性が高い分野を中心に、
消防庁が中心となって掘り下げていくべき課題と解決策
について検討していきたいと考えています。
　また検討に際しては、平時の生産管理や保安管理シス
テムとの接続性も考慮すべきと考えています。
　本検討会が提示した未来像が関係者の将来ビジョン形
成の一助となることを心から期待し、本稿を締めくくり
たいと思います。
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はじめに1

　消防庁では、近年多発する土砂災害に対し安全かつ迅
速な救助活動を実施するため、「土砂災害における効果
的な救助手法に関する高度化検討会」を開催し、具体的
かつ実践的な救助手法について検討を行った。
　ここに、令和２年３月に取りまとめられた検討会報告
書の概要について紹介する。

　平成25年伊豆大島及び平成26年広島市の土砂災害、
平成30年に発生した大分県中津市及び広島県安芸郡に
おける土砂災害など、近年全国各地で土砂災害が頻発し、
多くの命が失われている。
　土砂災害現場では、膨大な土砂や瓦礫により捜索場所
の特定が困難であることから、救助活動には長時間を要
することが多い。また、要救助者の救出は、基本的に人
力掘削によるが、人力のみではその作業効率に限界があ
る。そこで、要救助者を早期に発見・救出するためには、
作業効率を高めるための活動要領を整理する必要がある。

平成30年9月胆振東部地震による現場捜索
（提供：消防研究センター）

（１）�　土砂災害に関する有識者、関係省庁、消防機関等
で構成する委員（「表：検討会委員名簿」参照）に
より検討会を計４回開催した。

（２）�　全国の消防本部に対して実施した実態調査の結果
（土砂災害におけるマニュアルの整備状況、訓練施
設状況、訓練実施状況等）、ヒヤリハット事例等を
踏まえて課題を抽出し、安全かつ効果的な救助活動
要領等について検討を行った。

氏名 所属・役職等 備考

　石塚 忠範 国土交通省　水管理・国土保全局砂防部
保全課　砂防施設評価分析官

有識者等

　海堀 正博 広島大学大学院　総合科学研究科教授
　後藤 　聡 山梨大学大学院　総合研究部准教授
◎小林 恭一 東京理科大学　総合研究院教授

　玉手 　聡
独立行政法人　労働者健康安全機構　
労働安全衛生総合研究所
労働災害調査分析センター長

　堀田 光乃 建設業労働災害防止協会
技術管理部　指導課長

　吉田 邦伸 国土交通省　水管理・国土保全局
防災課　災害対策室長

　稲継 丈大 全国消防長会　事業部　事業企画課長

消防関係機関

　植田 謙吉 広島市消防局　警防部　警防課
消防機動担当課長

　正代 莊一 北九州市消防局　警防部　警防課長

　髙橋 卓司 大阪市消防局　警防部　警防課
警防対策担当課長

　槇野 　稔 東京消防庁　警防部　救助課長
※令和元年９月30日まで

　山田 　寿 東京消防庁　警防部　救助課長
※令和元年10月１日から

　吉田 克己 神戸市消防局　警防部　警防課　救助・
特殊災害担当課長

表：検討会委員名簿（敬称略・五十音順、令和元年度中の所属・役職）

◎座長

「土砂災害における効果的な救助手法に関する
高度化検討会」報告書の概要

消防庁国民保護・防災部参事官

検討の背景2

検討方法3

まえ、より迅速かつ効率的な人命救助のための具体的か
つ実践的な救助手法について検討した。

　土砂災害時の救助活動については、平成26年度の救
助技術の高度化等検討会において、安全管理、関係機関
との連携等、土砂災害時の活動を体系的に取りまとめた
ところであるが、その後の災害対応から出た課題等を踏
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報告書の主な要点（平成26年度高度化
等検討会報告書からの主な追加事項）

4

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部参事官付
　担当：乾補佐、福島係長、胡（えびす）事務官
　TEL: 03-5253-7507

（１）�　土砂災害現場における標準的な装備、ローテー
ションの確立、待機場所の設置など、危険な環境に
おいて長時間にわたる救助活動を行う上で重要とな
る対策について追記した。

　　�　また、災害活動に着手するにあたり現場の状況把
握、関係機関との連携等について活用を図るチェッ
クリストを新たに作成した。

（２）�　二次災害の可能性が高い現場活動において、具体
的雨量の参考値や物理現象による活動停止の基準及
び活動再開の判断等について追記した。

（３）�　土砂災害活動に対する基礎的な知識、活動時の留
意事項、応急土留めの実施方法など具体的な活動要
領等について追記した。

（４）�　土砂災害現場において、効率的な活動を実施する
うえで関係機関との連携は必要不可欠な要素である
ため、TEC-FORCE（国土交通省）などの関係機関
との調整内容等について追記した。

（５）�　土砂災害現場において、土砂の排除や道路啓開な
どの活動における有効性が認められている重機、効
率的な情報収集に不可欠な無人航空機（ドローン）
など、資機材の活用要領等について追記した。

　　�　また、重機活用時において、受傷事故の防止を図
るための具体的な合図を新たに作成した。

（６）�　土砂災害等における救助技術の高度化を図るため
に、消防本部が整備した訓練施設等の紹介や複数の
消防本部による連携訓練などの取り組みについて追
記した。

救出活動要領（例）（提供：神戸市消防局）

重機活用要領（提供：大阪市消防局） 

　消防庁では、報告書の内容を踏まえて、「土砂災害時
における消防機関の救助活動要領」を定め、都道府県を
通じて各消防本部に周知した。

※　令和元年度救助技術の高度化等検討会報告書
（消防庁ホームページ掲載）
（https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/
post-52.html）

おわりに5
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令和２年度の新規採択課題の研究イメージ  
 

	
 

	
 

	
 

	
 

救急電話相談事業によ

る緊急度判定が救急搬

送患者の予後に与える

影響評価	
 

国立大学法人	
 

大阪大学	
 

嶋津	
 	
 岳士	
 

大阪市消防局	
 

「受診機関がわからない」等による救急要請に対して 2007 年以降、東京、

大阪等で「救急電話相談事業」を実施し、社会のセーフティネットとして

高い信頼を得ている。その反面、継続した事業実施には、救急需要や医療

への効果を、定量的手法により検証することは急務の課題である。本研究

の目的は、救急電話相談事業が、大阪市における救急需要や医療提供に与

える効果を、悉皆データである「ORION	
 データ」を用いて統計学的に確立

することである。	
 

住宅用火災警報器の維

持管理・更新を促進する

効果的施策に関する研

究	
 

学校法人	
 

東京理科大学	
 

水野	
 雅之	
 

東京消防庁	
 

住宅用火災警報器は、2006 年に新築住宅、2008～2011 年に既存住宅にも設

置が義務付けられ、消防機関の設置促進活動の甲斐もあり、普及率は全国

平均で	
 82.3%に達した。しかし、機器の耐用年数や電池寿命は 10 年が目安

で、最近の作動確認では約 1%が不作動であり、適切な維持管理や更新が求

められる。そこで、住宅用火災警報器の奏功事例等を分析し、また既存の

広報やキャンペーンを参考に効果的な施策を立案する。	
 

ジオデモグラフィクス

を用いた熱中症による

救急搬送の傾向の分析	
 

公立大学法人大阪	
 

大阪市立大学	
 

木村	
 義成	
 

大阪市消防局	
 

ジオデモグラフィクスは、町丁・大字単位で住民の社会経済特性により地

区類型を行う地理学の手法であり、エリア・マーケティングに活用されて

いる。本研究では、大阪市において熱中症（救急医学）とジオデモグラフ

ィクス（地理学）の学問領域を組み合わせ、熱中症が多発する地区類型（社

会属性）を明らかにする。ジオデモグラフィクスは全国レベルで地区分類

されているため、本研究での知見は他の自治体においても適用可能である。	
 

 

問合わせ先	
 

消防庁総務課（消防技術政策担当）	
 

ＴＥＬ	
 ０３-５２５３-７５４１（直通）	
 

出典元：（一社）日本火災報知機工業会 

～令和２年度の公募状況及び採択結果について～
　「消防防災科学技術研究推進制度」は、消防防災行政
に係る課題解決や重要施策推進のための研究開発を委託
し、国民が安心・安全に暮らせる社会を実現するために、
平成15年度に創設された競争的資金制度です。
　令和２年度新規研究課題について35件の応募があり、
外部有識者による評価会において、「統合イノベーショ
ン戦略2019」（令和元年６月21日閣議決定）等の政府方
針や消防防災行政における重要施策等を踏まえて審議さ
れた結果に基づき、５件を採択しました。

消防防災科学技術研究
推進制度における令和
２年度新規採択課題の
公表

総務課

令和２年度の新規採択課題の研究イメージ

問合わせ先
　消防庁総務課（消防技術政策担当）
　TEL: 03-5253-7541（直通）

研究課題名 所属機関名
研究代表者名 連携消防機関等 研究内容

寝具類及び衣服類等用途向け後加
工防炎薬剤の研究開発

丸菱油化工業
株式会社
小林　淳一

泉大津市消防本部

寝具類及び衣服類など、防炎薬剤を繊維製品に対して後加工によって防炎処理する場合、防
炎加工の低コスト化、洗濯耐久性及び化学安全性が求められる。従来の防炎薬剤は低分子量
のため化学安全性及び洗濯耐久性に課題があり、寝具・衣類等への利用が不可能であった。
我々は、マクロモノマー合成でその安全性、寝具・衣類等へ基材密着性、及び難燃性を両立
したスマート防炎剤を見出し、その実用化の検討を実施する。

屋外貯蔵タンクの浮き屋根監視
用防爆センサシステムの開発

国立研究開発法人
産業技術総合研究所
山下　崇博

川崎市消防局

屋外貯蔵タンクで使用される浮き屋根の、鋼板溶接箇所で発生する亀裂や割れ、危険物のに
じみや腐食を検出し、その進展を常時モニタリングすることを目的として、防爆性能を有し
た無線回路やバッテリー一体型のフレキシブルセンサシステムを開発する。具体的には伸縮
性のある材料で構成したリボン状のセンサで浮き屋根の溶接線すべてを被覆し監視する。得
られたデータは機械学習で解析し、高効率なシステムの運用方法を確立する。

救急電話相談事業による緊急度
判定が救急搬送患者の予後に与
える影響評価

国立大学法人
大阪大学
嶋津  岳士

大阪市消防局

「受診機関がわからない」等による救急要請に対して2007年以降、東京、大阪等で「救急電
話相談事業」を実施し、社会のセーフティネットとして高い信頼を得ている。その反面、継続
した事業実施には、救急需要や医療への効果を、定量的手法により検証することは急務の課題
である。本研究の目的は、救急電話相談事業が、大阪市における救急需要や医療提供に与える
効果を、悉皆データである「ORION データ」を用いて統計学的に確立することである。

住宅用火災警報器の維持管理・
更新を促進する効果的施策に関
する研究

学校法人
東京理科大学
水野　雅之

東京消防庁

住宅用火災警報器は、2006年に新築住宅、2008 ～ 2011年に既存住宅にも設置が義務付
けられ、消防機関の設置促進活動の甲斐もあり、普及率は全国平均で 82.3%に達した。し
かし、機器の耐用年数や電池寿命は10年が目安で、最近の作動確認では約1%が不作動であ
り、適切な維持管理や更新が求められる。そこで、住宅用火災警報器の奏功事例等を分析し、
また既存の広報やキャンペーンを参考に効果的な施策を立案する。

ジオデモグラフィクスを用いた熱
中症による救急搬送の傾向の分析

公立大学法人大阪
大阪市立大学
木村　義成

大阪市消防局

ジオデモグラフィクスは、町丁・大字単位で住民の社会経済特性により地区類型を行う地理
学の手法であり、エリア・マーケティングに活用されている。本研究では、大阪市において
熱中症（救急医学）とジオデモグラフィクス（地理学）の学問領域を組み合わせ、熱中症が
多発する地区類型（社会属性）を明らかにする。ジオデモグラフィクスは全国レベルで地区
分類されているため、本研究での知見は他の自治体においても適用可能である。



消防の動き '20 年 ５月号   - 24 -

はじめに

「国宝・重要文化財（建
造物）等に対応した防
火訓練マニュアル」の
策定について

消防庁予防課

　平成31年４月15日に発生したフランスのノートルダ
ム大聖堂の火災及び令和元年10月31日に発生した沖縄
県那覇市の首里城跡での火災を受け、同様の惨事が生じ
ないよう、文化財等の防火対策を一層推進することが求
められています。
　令和元年12月には、文化庁において、消防庁及び国
土交通省との連携の下、個々の国宝・重要文化財（建造
物）、国指定の史跡等に所在する建造物（復元建造物を
含む。）や建造物群、国宝・重要文化財（美術工芸品）
を保管する博物館等（以下「文化財等」という。）の総
合的な防火対策の検討・実施に資するよう、「世界遺産・
国宝等における防火対策５か年計画」が策定されるとと
もに、「国宝・重要文化財（建造物）等の防火対策ガイ
ドライン」及び「国宝・重要文化財（美術工芸品）を保
管する博物館等の防火対策ガイドライン」（以下「ガイ
ドライン」という。）が公表されました。
　ガイドラインには、夜間等の対応者が少ない状況にお
いても確実に初期消火が実施できるように訓練を実施す
る等、訓練に関する取組事項が記載されており、文化財
等の関係者による訓練の実施が推進されているところで
す。

目的1
　文化財等は、火災等によりいったん滅失毀損すれば、
再び回復することができないかけがえのない国民共有の
財産であることを踏まえ、火災の早期発見、消防機関へ
の迅速な通報及び初期消火に係る行動に重点を置き、火
災による文化財等の焼失リスクが高い状況下（対応者が
少ない夜間等）の対応力を強化することを目的としてい
ます。

　このことを踏まえ、消防庁において、文化財等におけ
る訓練の実施方法を具体化した「国宝・重要文化財（建
造物）等に対応した防火訓練マニュアル」（以下「防火
訓練マニュアル」という。）を策定しました。

首里城跡での火災（那覇市消防局　提供）

防火訓練マニュアルの主なポイント2
（１）防火訓練マニュアル（本文）
　文化財等における訓練の実施方法を具体化した指針で
あり、文化財等の関係者が消防機関と協力して、文化財
等の実態（火災危険、防火設備の設置状況、管理体制等）
に応じた実践的な訓練を実施し、事後検証において明ら
かになった課題に対して、防火体制の充実・強化を図る
ことが出来るように、当該訓練の事前準備から事後検証
までの実施方法をとりまとめたものです。

（２）�国宝・重要文化財（建造物）等に対応した防火訓
練マニュアルの概要（別紙１）

　文化財等の関係者が読みやすいように、防火訓練マ
ニュアルのポイントを簡潔にまとめた概要資料です。
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（３）�出火危険がある場所や初期消火が困難な場所等の
チェックリスト（別紙２）

　出火危険がある場所や初期消火が困難な場所等を把握
するチェックリスト、総合的な火災危険を評価する方法
及び総合的な火災危険を低減する方法を示しており、本
チェックリストを使用して火災のリスク分析や事前対策
を行ったうえで訓練上の出火場所を選定することによ
り、実践的な訓練ができるようにしたものです。

（４）文化財等に対応した訓練シナリオの例（別紙３）
　日中に加え、夜間等の関係者が少ない時間帯に出火危
険がある場所や初期消火が困難な場所等での出火を想定
した訓練を実施することが大切であるため、文化財等に
おける訓練の実例をもとに、日中に加え、夜間、催し物
開催時の３つのパターンの訓練シナリオ例を示したもの
で、文化財等の関係者がこれらを参考とすることで、訓
練シナリオを作成しやすくしたものです。
　小規模な文化財等においては、文化財等の関係者が少
人数であったり夜間は無人となるケースもあることか
ら、実態に即したシナリオを作成して訓練を実施し、限
られた人員で何ができるかを見極め、課題があれば必要
な対策を講じることが大切です。

（５）�文化財等での防火訓練における対応事項チェック
リスト（別紙４）

　訓練を実施した後、可能な限り速やかに、事後検証（防
火訓練の振り返り）を行えるよう、各対応事項のチェッ
ク項目をリスト化し、チェックや対応時間を記入できる
ようにしたものです。

（６）�文化財等における防火体制の充実・強化に向けた
対策例（別紙５）

　文化財等の関係者が、防火訓練マニュアルに基づき訓
練を実施し、その事後検証で明らかになった課題に対し
て必要な対策を講じて、文化財等における防火体制の充
実・強化に繋げることができるよう、ソフト面及びハー
ド面の参考となる対策を掲載しています。

留意点3

おわりに4

　以下の点に留意し、防火訓練マニュアルを利活用くだ
さい。
（１）防火訓練マニュアルは、文化財等の関係者向けに
作成したものです。

　�　また、火災発生時の初動対応の実施主体は文化財等
の関係者となるため、訓練における初期消火活動（消
火器や屋内消火栓設備等の操作）は、当該関係者が実
施してください（消防職員は原則実施しないこととし
ています）。

（２）防火訓練マニュアルの対象は、国宝・重要文化財（建
造物）、国指定の史跡等に所在する建造物（復元建造
物を含む。）や建造物群、国宝・重要文化財（美術工
芸品）を保管する博物館等ですが、各地方公共団体の
条例に基づいて指定された文化財（建造物）等につい
ても、訓練を実施する際の参考としてください。

（３）消防法上、訓練の実施義務がない文化財等であっ
ても、大切な文化財等を火災から守るために、防火訓
練マニュアルを参考として訓練を実施し、防火体制の
充実・強化を図ってください。

　いずれの文化財等においても、火災発生時の初動対応
を行う関係者全員が、既存の消防用設備等を迅速かつ正
確に取り扱うことが出来るよう、消防用設備等の設置事
業者や保守事業者等による操作方法等の説明の機会を定
期的に設けることや、実際に自動火災報知設備や屋内消
火栓設備等の操作をすること、さらに毎年定期的に実践
的な訓練を実施することが大切です。
　また、個々の文化財等における定期的な訓練や文化財
防火デー等、様々な機会を捉えて、文化財などの関係者
が自ら主体的に文化財等を守るという思いを持って、文
化財防火訓練マニュアルに基づく実践的な訓練を行い、
文化財等における防火体制の充実・強化に繋げることを
望みます。

問合わせ先
　消防庁予防課　岡﨑
　TEL: 03-5253-7523
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予防課

消防用設備等点検アプリ（試行版）の運用の開始

　次の４つの消防用設備等の点検と消防署等への報告書の作成が行えるアプリです。
　これらの消防用設備等を設置する建物の関係者（所有者、管理者など）をはじめ、どなたでもご利用いただけます。

　消防庁ホームページ（https://www.fdma.go.jp/mission/prevention/suisin/post23.html）から、「App Store」又
は「Google Play」の「消防用設備等点検アプリ」ダウンロード画面へアクセスすることが可能です。

　建物の関係者（所有者、管理者など）は、法令に基づいて建物に設置された消火器などの消防用設備等について、
定期的に点検を行い、報告する義務があります。
　新たに配信を開始した消防用設備等点検アプリ（試行版）をご利用いただくことで、資格のない方や、消防用設備
等の点検に関する知識のない方でも、ご自身で点検と報告書の作成を行うことができます。

１．消防用設備等点検アプリ（試行版）とは？

２．主な機能と利用の流れ

３．消防用設備等点検アプリ（試行版）のダウンロード方法

・消火器
粉末などの消火剤を放出して、
初期火災を消火するための器具
（アプリで点検可能なものは、内部及び機能の点検が不要
のもの（加圧式：製造年から３年以内、蓄圧式：製造年
から５年以内）に限る。）

・非常警報器具
建物内の人々に、火災が発生した旨等を伝達する
ための器具

Andriod 端末を
ご利用の方はこちら

iOS 端末を
ご利用の方はこちら

・特定小規模施設用自動火災報知設備
火災を感知し、在館者に火災が発生したことを
報知するための設備
（アプリで点検可能なものは、受信機又は中継
器が設置されておらず、かつ自動試験機能を有
するものに限る。）

・誘導標識
在館者を、避難口や避難すべき方向に誘導するための設備
（アプリで点検可能なものは、配線等の点検が不要のもの（蓄光式
のもの及び電気エネルギーにより光を発するものを除く）に限る。）

問合わせ先
　消防庁予防課設備係　田中、笠松
　TEL: 03-5253-7523

消防用設備等点検アプリ
トップ画面

初期設定画面

点検実施画面

①はじめに、初期設定として、建物、消防用設備等、点検者に関する情報などを入力
します。
（初期設定の情報に基づき、点検の時期が近づくと、端末の通知機能によりお知らせ
します。）

②アプリ上の点検実施画面の案内に従って、各消防用設備等の設置状態などを例示し
たイラストを閲覧しながら、点検基準に適合しているかどうかを判断し、選択します。
（点検の結果不良箇所があれば、取替え等の措置が案内されます。）

③入力した内容が点検結果報告書（消防法令に定められた様式）に反映され、PDF ファ
イルが出力されます。
（端末のダウンロードフォルダに保存されます。）
出力された PDF を印刷し、最寄りの消防署へ提出してください。

https://www.fdma.go.jp/mission/prevention/suisin/post23.html
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地域防災室

消防団員のマイカー共済を
令和２年４月１日から開始

　地域の消防防災体制の中核的役割を果たす消防団につ
いて、団員数は減少傾向にあり、全消防団員に占める被
雇用者の比率は７割を超えています。

はじめに

　一方で、近年、日本各地で様々な災害や火災が相次い
でおり、従事する公務の範囲は拡大するとともに、災害
の多様化、複雑化が一層進むことも想定され、大規模な
災害への対応が急務となっています。

　こうした背景の下で、令和元年東日本台風による災害
出動などに伴い、消防団員が使用した自家用自動車が水
没するという被害（※）が生じたところです。
　��※令和元年東日本台風による宮城県、福島県、長野県
及び静岡県内の消防団員の所有に係る被災車両台数：
57台（当庁調査）

　このような急を要する消防団の活動のために、非常勤
の特別職地方公務員としての身分を有する消防団員がや
むを得ず、自家用自動車を使用した場合において、原則、
消防団員に個人的負担を生じさせることなく、安心して
当該活動に従事してもらうことは有意義であり、ひいて
は消防団員の確保にも資すると考えられます。
　そこで、消防団活動を下支えする取組として、令和２

年４月１日から、公益社団法人全国市有物件災害共済会
（以下「共済会」という。）及び一般財団法人全国自治協
会（以下「自治協会」という。）が、「消防団員が災害活
動等で使用した自家用自動車（原動機付自転車を含む。）
に生じた損害を補償する共済」（以下「本共済」という。）
を開始しました。

共済の概要 

　本共済の概要は次のとおりです。
（１）趣旨
�　�　災害時に急を要する消防団活動のために、消防団員
がやむを得ず、自家用自動車を使用した場合に、当該
自家用自動車を市町村が相互に救済する事業です。

（２）開始日
　　令和２年４月１日
（３）実施主体（市町村からの委託に基づき実施する法人）
　　共済会及び自治協会

車検証（写）
取得価額情報

任意自動車保険証券（写）

消
防
団
員

市町村
団員名簿
車両登録
車検証等
の管理

①使用貸借契約
共
済
実
施
団
体

②自動車共済委託申込

③契約承認・分担金請求

（共済委託契約締結までの流れ）

　　（備考）　「消防防災・震災対策現況調査」により作成

消防団員の被雇用者化の推移
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消防団員の被雇用者化の推移
（各年４月１日現在）

消防団員

市町村 全国市有物件災害共済会
全国自治協会

総務省

③災害活動時の損害を
カバー

②自動車損害共済委託契約

①自家用車の使用賃借契約

地方財政措置（R2特別交付税）

【月単位での加入が可能】

（事業実施のイメージ）

（※）

　�※共済会及び自治協会は、市町村（共済委託団体）に生じた損害に対して
共済金を支払うことから、市町村は、被災自動車の損害に対する支払いを
行った上で、共済会及び自治協会に共済金の請求を行う。
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対物共済 対人共済

（無制限） （無制限） （１年） （１ヵ月） （３ヵ月）

100万円 15,150 5,180 4,440 24,770 2,064 6,192

200万円 18,050 5,180 4,440 27,670 2,305 6,917

300万円 20,950 5,180 4,440 30,570 2,547 7,642

400万円 23,850 5,180 4,440 33,470 2,789 8,367

500万円 26,750 5,180 4,440 36,370 3,030 9,092

100万円 9,600 4,620 2,620 16,840 1,403 4,210

200万円 11,100 4,620 2,620 18,340 1,528 4,585

300万円 12,600 4,620 2,620 19,840 1,653 4,960

400万円 14,100 4,620 2,620 21,340 1,778 5,335

500万円 15,600 4,620 2,620 22,840 1,903 5,710

対物共済 対人共済

（無制限） （無制限） （１年） （１ヵ月） （３ヵ月）

100万円 17,720 14,650 6,440 38,810 3,240 9,710

200万円 22,520 14,650 6,440 43,610 3,640 10,910

300万円 27,320 14,650 6,440 48,410 4,040 12,110

400万円 32,120 14,650 6,440 53,210 4,440 13,310

500万円 36,920 14,650 6,440 58,010 6,440 14,510

100万円 10,470 5,860 2,710 19,040 1,600 4,770

200万円 14,070 5,860 2,710 22,640 1,900 5,670

300万円 17,670 5,860 2,710 26,240 2,200 6,570

400万円 21,270 5,860 2,710 29,840 2,500 7,470

500万円 24,870 5,860 2,710 33,440 2,800 8,370

全
国
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物
件
災
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会
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主体

全
国
自
治
協
会

乗
用
自
動
車

軽
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車

分担金計車両共済
責任額

車両共済

乗
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自
動
車

軽
自
動
車

実施
主体

車種
車両共済
責任額

車両共済
分担金計

車種

（単位：円）	
 

（単位：円）	
 

【市分】	
 

【町村分】	
 

自動車損害共済総合契約分担金額一覧表

問合せ先
　消防庁国民保護・防災部地域防災室
　TEL: 03-5253-7561

（６）民間の自動車保険との関係
　�　共済会又は自治協会から市町村に対し支払われる共
済金は優先払い（自家用自動車に関し、民間の自動車
保険への加入が別途なされている場合に、原則として、
当該保険の適用が不要となること）となります。

（７）地方財政措置
　�　市町村が共済会又は自治協会に支払う分担金に対し
て、令和２年度は、当該分担金の５割を特別交付税に
より措置することとしています。

おわりに

　消防団は、地域における消防防災体制の中核的存在と
して、地域住民の安心・安全確保のために大きな役割を
果たしており、消防団を中核とした地域防災力の充実強
化をより一層図る必要があります。
　今後、災害の多様化、複雑化が一層進むことが想定さ
れる中、本共済の普及を通じて消防団員の活動を支え、
地域の強靱化を図ってまいります。

共済会及び自治協会への問合せは、共済会各地区事務局及び
自治協会各都道府県町村会事務局へお願いします。

（４）共済期間
　�　市町村と共済会又は自治協会との間で、１年を単位
とするほか、１月を単位とした自動車損害共済委託契
約の締結が可能です（例：出水期（９月～ 11 月）の３ヵ
月加入）。

（５）分担金額
　�　例えば、対物賠償・対人賠償無制限契約の場合に必
要となる分担金額については、次の表のとおりです。

　※上記表中の車両共済責任額は一例です。
　　詳細は、共済会又は自治協会の規程等を参照ください。
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「日本・タイ国際消防防災フォーラム」の開催

参事官

　経済発展や都市化が進展しているアジア諸国では、こ
れまで以上に高度な消防防災体制を構築する必要性が高
まっており、これらの国から我が国に対し、人命救助や
消火技術、火災予防制度等に関する知見の共有や技術の
移転に関する要望が増加しています。
　このことを踏まえ、消防庁では我が国の消防防災技術・
制度等をアジア諸国を中心に広く紹介する国際消防防災
フォーラムを平成19年度から開催しています。
　12回目となる本年度のフォーラムは、令和２年２月
26日、27日 に、
タイのバンコク
において「日本・
タイ国際消防防
災 フ ォ ー ラ ム 」
と題し、タイ内
務 省 防 災 局
(DDPM）との共
催で実施しまし
た。

　また、フォーラムには我が国の消防防災関係企業（16
社）も参加しました。各企業の参加者は、ステージ上で
のプレゼンテーションやそれに続く質疑応答セッション
に加え、会場に隣接して設けられた展示ブースにおいて、
自社製品のＰＲを行いました。

　フォーラムは、在タイ日本国大使館 関口昇公使及び
DDPM Chainarong Vasanasomsithi副局長からのス
ピーチで幕を開け、その後、消防庁　鈴木康幸審議官を
はじめとする消防庁職員より、タイ側の要望等に応じて
設定されたテーマについてプレゼンテーションが行われ
ました。また、タイ側からも２つのテーマについてプレ
ゼンテーションが行われ、タイにおける消防の実情が日
本側の参加者に共有されました。プレゼンテーション後
の質疑応答では、
参加者から多く
の 質 問 が あ り、
とりわけタイ側
の参加者の我が
国消防の先進的
な取組みに対す
る関心の高さが
伺われました。

１　国際消防防災フォーラム

２　今次フォーラムの概要

３　消防用機器等の「海外展開」の場としても

プレゼンテーション後の
日本企業と参加者との質疑応答

DDPM副局長に自社製品を
説明する日本企業

フォーラム　開会式

会場内　プレゼンテーション

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部参事官付　坂下、稲毛
　TEL: 03-5253-7507

発表テーマ
【日本側】
●日本の消防機関による災害対応
●日本の消防における先進的な取組み
●日本の火災予防制度と消防用機器の
　規格・認証制度
●日本の高度な消防戦術
●日本の消防団
【タイ側】
●タイの消防行政
●タイの災害対応

４　おわりに
　今次のフォーラムは、DDPMやJETROの協力により、
タイ国内から政府や地方自治体の関係者はもとより、消防
防災の有識者や消防防災機器を取り扱う企業等、幅広い分
野からの参加を得ることができ、官民連携して日本の消防
防災分野における知見、経験、技術等をタイの消防防災関
係者に幅広くアピールする良い機会となりました。
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予防課・危険物保安室

危険物取扱者及び消防設備士の資格取得の促進の取組みについて
～一般財団法人消防試験研究センターによる表彰～

　危険物施設の火災・流出事故件数は、平成 6 年頃を
境に増加傾向に転じ、近年も高い水準で推移しています。
危険物等事故を防止するためには、危険物取扱者の資格
取得の促進等を通じて保安教育を充実させ、危険物施設
における安全推進の中核となる人材を計画的に育成する
ことが求められており、危険物取扱者の資格取得を促進
することが重要です。
　また、防火対象物については、その用途、規模、構造
及び収容人員に応じ、様々な消防用設備等の設置が義務
づけられています。防火対象物における火災による被害
を最小限にするためには、消防用設備等を適切に維持管
理していくことが必要であり、その工事、整備に関する
正しい知識や技術を習得した人材を計画的に養成し、消
防設備士の資格取得を促進することが重要です。
　これらの資格取得の促進のため、消防法に定める指定
試験機関である一般財団法人消防試験研究センターにお
いて、令和元年度から、危険物取扱者及び消防設備士の
資格取得に積極的に取り組まれている学校や教諭を対象
として感謝状を贈呈することとされ、令和元年度の受賞
校・教諭が別表のとおり決定されましたので紹介します。

令和元年度表彰校・表彰教諭

都道府県 表彰校・表彰教諭
北海道 北海道札幌工業高等学校　様

青森県 青森県立八戸水産高等学校　様

岩手県 岩手県立福岡工業高等学校　様

宮城県 宮城県古川工業高等学校　様

秋田県 秋田県立秋田工業高等学校　様

山形県 山形県立米沢工業高等学校教諭　會田浩昭　様

福島県 福島県立会津工業高等学校教諭　石井洋子　様

栃木県 栃木県立宇都宮工業高等学校　様

千葉県 千葉県立千葉工業高等学校　様

東京都 東京都立工芸高等学校教諭　春日兼行　様

神奈川県 神奈川県立川崎工科高等学校　様

新潟県 新潟県立長岡工業高等学校　様

富山県 富山県立富山北部高等学校　様

石川県 石川県立工業高等学校　様

山梨県 山梨県立韮崎工業高等学校　様

長野県 長野県下伊那農業高等学校　様

岐阜県 岐阜県立加茂農林高等学校　様

静岡県 静岡県立磐田農業高等学校　様

三重県 三重県立桑名工業高等学校　様

京都府 京都府立工業高等学校　様

和歌山県 和歌山県立和歌山工業高等学校　様

島根県 島根県立隠岐水産高等学校　様

岡山県 岡山県立倉敷工業高等学校　様

広島県 学校法人呉武田学園　呉港高等学校　様

山口県 山口県立岩国工業高等学校　様

香川県 香川県立高松工芸高等学校　様

愛媛県 愛媛県立松山工業高等学校　様

高知県 高知県立高知工業高等学校　様

福岡県 福岡県立八女工業高等学校　様

佐賀県 佐賀県立有田工業高等学校　様

長崎県 長崎県立諫早農業高等学校　様

熊本県 熊本県立熊本工業高等学校　様

宮崎県 宮崎県立日向工業高等学校　様

鹿児島県 鹿児島県立鹿児島工業高等学校　様

沖縄県 沖縄県立沖縄工業高等学校　様

問合わせ先
　消防庁予防課　坂場、鈴木（然）
　TEL: 03-5253-7523
　危険物保安室　菊地、村岡
　TEL: 03-5253-7524
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緊急消防援助隊の登録隊数（令和２年４月１日現在）

広域応援室

　緊急消防援助隊については、消防組織法第45条第４
項により、都道府県知事又は市町村長の申請に基づき消
防庁長官が登録するものとするとされています。

　甚大な被害が想定される南海トラフ地震等への対応力
の強化、多発する大規模水害時における救助体制の強化、
国際的なイベントが控える中でのＮＢＣテロ災害への迅
速な対処等、今後取り組むべき課題が山積する中、緊急
消防援助隊の効果的な活動を確保するため、平成31年
３月に基本計画（計画期間：令和元年度から令和５年度）
※を改定し、令和５年度末までに概ね6,600隊を目標に
増隊することとしました。
※�　消防組織法第45条第２項の規定により総務大臣が
策定する「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に
係る基本的な事項に関する計画」

　令和２年４月１日の緊急消防援助隊の登録隊数は
6,441隊となり、前年より183隊増加しました。
　　
　今回の登録では、消火、救助及び救急の主要３小隊の
増隊はもとより、基本計画の改定に伴い新規創設した航
空指揮支援隊52隊、NBC災害即応部隊指揮隊54隊、土
砂・風水害機動支援部隊指揮隊46隊及び航空後方支援
小隊56隊を新たに登録し、大規模・特殊災害に備えた
緊急消防援助隊の充実・強化を図っております。

　昨年度、緊急消防援助隊は、令和元年８月の前線に伴
う大雨による災害及び令和元年東日本台風に出動し、人
命救助・捜索活動等に大きな成果を上げたところであり、
その活動に対する期待はますます高まっています。

　また、消防庁では、基本計画に基づく緊急消防援助隊
の充実・強化とあわせて、長期間の活動を余儀なくされ
る南海トラフ地震、大規模水害、ＮＢＣテロ災害等に的
確に対応するため、活動隊員のサポート体制を強化する
等の緊急消防援助隊の運用面の充実・強化にも努めてお
ります。
　各都道府県及び消防本部においては、今後とも基本計
画に基づく登録の推進について、御理解と御協力をお願
いします。

図１　緊急消防援助隊登録部隊の推移（令和２年４月１日）

部隊等 平成31年4月
の登録状況

令和２年4月
の登録状況

令和5年度末
登録目標数

統括指揮支援隊及び指揮支援隊
統合機動部隊指揮隊
エネルギー・産業基盤災害即応部隊指揮隊
ＮＢＣ災害即応部隊指揮隊
土砂・風水害機動支援部隊指揮隊
航空指揮支援隊
都道府県大隊
　都道府県大隊指揮隊
　消火小隊
　救助小隊
　救急小隊
　後方支援小隊
　通信支援小隊
　水上小隊
　特殊災害小隊
　特殊装備小隊
航空部隊
　航空小隊
　航空後方支援小隊

60隊
56隊
12隊

－
－
－

149隊
2,372隊

504隊
1,424隊

895隊
42隊

 21隊
336隊
474隊

75隊
－

58隊
55隊
12隊
54隊
46隊
52隊

155隊
2,390隊

525隊
1,464隊

866隊
42隊

 21隊
372隊
516隊

74隊
56隊

 51隊
56隊
12隊

 54隊
47隊
57隊

158隊
2,503隊

538隊
 1,486隊

886隊
52隊
21隊

357隊
506隊 

   
78隊
57隊

合　　計 6,258隊※2 6,441隊※2   6,600隊※2

表１　部隊等別登録状況

※１ 新たな部隊の指揮隊に再編することを考慮し、51隊としている。
※２ 重複登録を除くため、合計は一致しない。

※1
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表２　令和２年度緊急消防援助隊登録状況	 2020年4月1日現在
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北 海 道 3 1 7 1 1 3 1 167 27 91 39 1 11 22 1 2 1 3 18 3 1 404 389 
青 森 県 1 4 1 1 1 44 7 23 18 1 2 9 1 1 3 1 2 120 116 
岩 手 県 1 3 1 1 1 42 7 23 17 1 1 1 1 3 1 1 105 100 
宮 城 県 3 2 4 1 1 2 52 10 24 18 1 4 3 1 2 1 1 7 3 3 143 135 
秋 田 県 1 3 1 1 1 40 7 19 11 1 5 1 2 1 1 95 90 
山 形 県 1 3 1 1 2 28 7 18 15 1 1 2 1 1 82 77 
福 島 県 1 5 1 1 1 52 8 36 19 1 2 2 1 1 6 1 2 140 134 
茨 城 県 1 3 3 1 1 61 14 49 30 1 7 3 2 1 15 1 1 1 195 185 
栃 木 県 1 3 1 1 1 39 11 27 17 5 8 1 1 116 107 
群 馬 県 1 4 1 1 1 40 8 23 16 1 4 1 3 1 105 99 
埼 玉 県 3 1 5 1 1 1 108 26 59 44 14 3 20 3 1 290 279 
千 葉 県 2 1 3 1 1 1 1 100 24 64 49 1 14 9 1 1 1 21 2 2 1 300 285 
東 京 都 3 1 3 1 1 1 175 14 59 35 1 3 6 2 2 4 4 2 18 5 8 1 349 346 
神 奈 川 県 8 1 3 1 1 3 1 97 22 71 34 2 12 12 3 4 5 7 23 2 4 1 317 310 
新 潟 県 3 1 3 1 1 1 1 62 16 37 22 2 2 9 2 1 5 1 1 1 172 167 
富 山 県 1 3 1 1 1 30 7 20 14 1 2 1 2 7 1 1 93 88 
石 川 県 1 3 1 1 29 5 15 16 1 3 3 1 7 1 1 88 82 
福 井 県 1 3 1 1 29 5 12 11 1 2 3 2 1 72 69 
山 梨 県 1 3 1 1 1 21 5 14 14 1 2 1 3 1 1 70 65 
長 野 県 1 3 2 1 1 53 14 37 17 2 3 2 1 12 1 1 151 144 
岐 阜 県 1 4 3 1 1 55 14 38 16 1 2 6 2 1 145 137 
静 岡 県 5 3 2 1 1 2 1 55 18 39 24 4 5 2 2 3 1 14 3 3 188 182 
愛 知 県 3 2 3 1 1 1 1 111 25 73 40 1 13 5 3 2 2 1 26 1 3 2 320 308 
三 重 県 1 2 1 1 1 1 41 7 29 13 1 4 1 7 1 1 112 108 
滋 賀 県 1 3 1 1 1 25 6 14 12 1 3 1 4 1 1 1 76 69 
京 都 府 3 1 4 1 1 1 46 10 21 13 1 4 1 1 3 2 8 2 1 124 118 
大 阪 府 6 1 5 1 1 2 1 133 22 58 29 2 9 11 1 3 1 2 22 2 2 1 315 305 
兵 庫 県 2 1 4 1 1 1 1 95 19 68 31 2 10 5 3 2 15 1 3 1 266 257 
奈 良 県 1 3 1 1 1 24 7 20 12 2 2 1 4 1 2 82 76 
和 歌 山 県 1 3 1 1 1 29 9 18 12 1 6 1 1 2 1 1 88 78 
鳥 取 県 1 3 2 1 1 19 3 7 7 1 4 1 1 2 1 1 55 47 
島 根 県 1 2 1 1 1 23 6 21 8 1 1 4 1 1 72 67 
岡 山 県 2 2 3 1 1 1 1 44 13 28 13 1 4 5 1 10 2 2 134 130 
広 島 県 3 2 3 1 1 61 12 39 22 1 4 3 2 2 1 1 10 2 2 2 174 170 
山 口 県 1 3 1 1 1 33 9 24 16 6 2 2 5 1 1 106 98 
徳 島 県 1 3 1 1 1 19 9 17 8 1 2 3 1 5 1 2 75 69 
香 川 県 1 3 1 1 1 21 6 12 7 2 8 1 1 65 60 
愛 媛 県 1 3 1 1 1 30 10 22 13 1 2 3 2 1 4 1 1 1 98 93 
高 知 県 1 3 2 1 1 21 8 17 8 1 2 1 2 1 1 70 65 
福 岡 県 6 2 6 2 1 2 1 53 15 40 28 1 10 8 1 1 3 15 2 3 2 202 194 
佐 賀 県 2 1 1 1 16 4 11 9 1 5 51 47 
長 崎 県 1 3 1 1 1 33 7 21 10 2 2 2 1 1 86 81 
熊 本 県 3 1 4 1 1 1 34 12 27 15 1 5 5 2 1 7 1 1 122 116 
大 分 県 1 2 1 1 1 27 8 15 11 1 4 1 1 3 1 1 79 72 
宮 崎 県 1 3 1 1 1 17 4 15 10 1 2 2 1 1 60 54 
鹿 児 島 県 1 2 1 1 1 1 35 12 28 14 1 4 8 1 4 1 1 116 108 
沖 縄 県 3 1 1 1 21 6 21 9 1 4 1 1 70 65 
合 計 58 52 155 55 12 54 46 2,390 525 1,464 866 42 208 149 15 27 18 56 33 382 21 74 56 6,758 6,441 
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　札幌市は、北海道の政治・経済・文化の中心都市であり、
人口197万人を超える全国５番目の都市で、日本最北の政令
指定都市です。
　札幌市消防局は、１局10消防署41出張所で組織され、救
助隊は、市内10の各消防署に１隊が配置されており、中央消
防署の救助隊については、平成18年４月から「特別高度救助
隊（愛称：スーパーレスキューサッポロ）」に位置付け、救助
車のほか、総務省消防庁から無償貸与された、特殊災害対
応自動車、ウォーターカッター車、大型ブロアー車、大型除
染システム搭載車の計５台の車両を運用し、災害等に対応し
ています。

　検証では、研磨剤を混合せず水のみで放水した場合の
各建築部材の破壊損傷の検証、小規模区画内や室内の死
角部分（屋根裏、壁体、ダクト内）など有効注水が困難
な空間への放水、フラッシュオーバー等の抑制を目的と
した放水など、様々な条件下でウォーターカッターによ
る放水（以下「ミスト放射」という。）を実施した場合
の有効性（冷却効果・窒息効果等）について実験等を実
施しました。

⑴　�小規模区画（吸排気同一：開口部一箇所）での検証
実験

　�　小規模区画内（燃焼実験ユニット）でイソプロピル
アルコールを燃焼
させ、内部温度が
400℃に到達した
時点で、ドア一箇
所を開放しミスト
放射を行い、区画
内の温度変化及び
火勢の状況を検証
しました。（写真１）

　【実験結果】　
　�　ミスト放射が正面の壁に当たり拡散し、放水後約30
秒で、最大400℃以上
あった区画内を100℃
前後まで急激に低下さ
せることができたほか
（図１）、窒息効果によ
り、火炎も急速に衰え
消火に至りました。
　�　小規模閉鎖空間内で
の火災においては、
ウォーターカッターの

　ウォーターカッター車は、高圧で噴射する水に研磨剤
を混合し、鉄板やコンクリートの切断が可能な車両で、
平成17年のJR福知山線脱線事故を契機に、平成19年に
総務省消防庁から、当局を含めた５つの政令指定都市に
配備され運用しているところです。
　当局では、可搬式ブロアーの活用をはじめとした新た
な火災防ぎょ戦術について検証、導入を進めるなかで、
多くの活動実績や検証調査が進んでいる海外の取組みに
着目し、平成26年に札幌市内部で行っている「海外事
例調査助成事業」を活用して、スウェーデンにおける火
災防ぎょ戦術の取組みについて調査研究を行いました。
　スウェーデンでは、火炎・熱・煙を積極的に制御する
理論と技術を研究し、ブロアーを活用した排煙技術と屋
内進入での高圧フォグ注水技術などを駆使して、効率的
に火災の早期制圧を図っているほか、ウォーターカッ
ターユニットを活用した消火戦術を火災現場で実践して
いることが分かりました。
　当局では、ウォーターカッターユニットの特徴である、
水ミストによる冷却・窒息効果に着目し、当局の消防科
学研究所と、建物火災におけるウォーターカッターの活
用方法について実験・検証を重ね、実火災においてもそ
の効果を確認し、効果的な活用について調査・研究を進

１　はじめに

３　消火実験検証

２　経緯

ウォーターカッター車を活用した消火戦術について
札幌市消防局

めてきたところです。

写真１　小規模区画での検証状況

図１　小規模区画内の温度変化

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介
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水ミストの充満と循環の効率が良く、室温の低下を容
易にし、フラッシュオーバーの抑制が期待できます。

⑵　室内死角部及び屋根裏等を想定した検証実験
　�　室内の死角となる場所への放水や、屋根裏内の火災
など燃焼実体に直接有効注水が困難な状況を想定し、
ウォーターカッター
とガンタイプノズル
による放水により燃
焼部分の温度変化及
び火勢状況等の変化
を検証しました。（図
２・写真２～６）

図２　室内死角及び屋根裏等を想定
した検証状況

図３　温度変化（ウォーターカッター）

写真２　2×6材の設置状況と燃焼状況

写真３　放水開始から10秒後（ウォーターカッター）

写真４　放水開始から10秒後（ガンタイプノズル）

写真５　放水開始10秒後の赤
外線画像（ウォーターカッター）

写真６　放水開始10秒後の赤
外線画像（ガンタイプノズル）

　【実験結果】
　�　ウォーターカッターの水ミストが室内全体に拡散・
対流し熱を吸収したことで、火点周辺に対し大きな冷
却効果が得られました（図３）。ガンタイプノズルでは、
水粒子が大きく十分に拡散されなかったことから、
ウォーターカッターに比べると、温度低下が緩やかで
あり、十分な冷却効果が得られませんでした（図４）。
このことから、室内の死角や屋根裏等、直接燃焼実体
に放水が困難な場合は、完全消火には至らないがミス
ト放射により、火勢拡大を防止し延焼を遅らせ、フラッ
シュオーバーの抑制効果も期待できます。
　�　また、放水開始から放水終了までの約３分30秒間
の放水量を比較すると、ミスト放射が105Ｌ、ガンタ
イプによる放水が840Ｌと水損防止の効果も期待でき
ます。

図４　温度変化（ガンタイプノズル）

　各消火実験検証により、一定の条件下においては、ウォー
ターカッターによるミスト放射が有効であることが証明され、
実火災においてもその効果を検証しています。　
　そのうち特に有効であった火災事例について、２件紹介し
ます。

４　現場活動事例

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介
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使用前の状況
1階居室内（1DK）が激しく炎上、開放状態の玄
関ドアから火炎が激しく噴出しており、内部進
入は困難な状況

使用状況 玄関ドアから炎上している室内に向け水ミスト放射
【放射時間：3分　使用水量：約90Ｌ】

使用効果
出火室の窓は閉鎖されており、水ミストは効率
良く室内に充満、早期に火勢が衰退し、室内温
度も低下したため内部進入が容易となった。

⑴　事例１　小規模区画火災

　これまでの検証や現場活動事例などを基に、火災現場
においてウォーターカッターを有効活用するためのモデ
ルケースや留意点をまとめた資料により、各部隊への周
知を図るとともに、ウォーターカッターの更なる効果的
な活用について検討・検証を重ねているところです。ま
た、今後もより効率的、かつ効果的な消火戦術を調査・
研究し、市民の負託に応えていくことが我々の使命であ
ると考えています。

されている開口部が多数存在する場合や開口部の面積が
大きい場合、火災建物の屋根が崩落している場合など、
ミスト放射が火災区画に充満されない条件下において
は、ウォーターカッターによる消火効果を期待すること
はできないと考えます。

　前述した各消火実験検証や現場活動事例などから、比
較的密閉された空間など一定の条件下においては、室内
の死角となる部分、屋根裏や壁体内など、直接、燃焼実
体に有効な放水が困難な場合であっても、ミスト放射が
「火災室内の早期冷却」、「火勢拡大防止」、「フラッシュ
オーバーの抑制」に効果を発揮することが確認できまし
た。
　なお、大規模倉庫などの大区画火災、火災区画で開放

６　おわりに

５　検証結果のまとめ

使用前の状況
屋上のダクトから白煙が噴出、1階飲食店厨房の
ダクトに火が入っており、屋外のダクトを赤外
線カメラで確認すると顕著な熱があった

使用状況

①�屋外ダクトの立ち上がりを、研磨剤使用によ
り穿孔しダクト内にミスト放射
②�トビでノズル挿入用の穴を穿孔、ダクト内に
ミスト放射
　【放射時間：約7分　使用水量：約200Ｌ】

使用効果
研磨剤を使用した穿孔とミスト放射により、最
小限の破壊と短時間でダクト内を制圧すること
ができ、水損防止にも効果を発揮した。

⑵　事例２　ダクト火災

放射時の状況

ダクトの状況

火災室内の状況

１回目の放射箇所

２回目の放射箇所火

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介



消防の動き '20 年 5月号   - 36 -

　茨木市消防本部では文化財防火デーを迎えるにあたり、１
月24日に茨木市宿川原町にある国指定史跡の郡山宿本陣（通
称：椿の本陣）で消防訓練を行った。
訓練は、「郡山宿本陣南側から出火し、北側に延焼拡大中」
との想定で行われ、消防車両７台、出場隊員21名が本番さな
がらの訓練を行った。
　訓練は市民の文化財愛護に関する意識を高めるため、また
文化財の防災体制の整備や防災対策の強化を再認識するため
に市内の文化財
施設を対象に毎
年実施している。

　豊川市消防署では、12月19日（木）20日（金）に豊
川市手取山公園内において、山岳救助訓練を実施した。
管内には、標高789ｍの本宮山をはじめ、多数の低山が
存在し、過去に山岳遭難事故も発生している。訓練は、
事前に要救助者の位置を知らせないブラインド型の訓練
で、実際に要救助者を捜索し、発見後は救助活動及び搬
送活動を実施した。
　可搬型ＧＰＳの使用方法や捜索、搬送要領を確認しな
がら訓練を実施した。また、各隊間の連携の重要性を再
認識することも
出来た。

　松戸市中央消防署は松戸市防火・防災協会中央支部が
作成した懸垂幕を設置した。
　懸垂幕の片面では『地震だ 自身を守れ！』と大きな文
字で自助を呼びかけている。自助による救助割合は約
70％と多数であり、継続的に啓発する必要がある。
　もう片面では救急出場件数の増加傾向が続いているた
め『その救急車・本当に必要ですか？ 救える命を救いた
い』と救急車の適正利用を訴えている。昨年の搬送者全
体の約４割が軽症者

（外来診療のみ）であっ
たことを消防署の前を
通行する市民に広くア
ピールしている。

　２月14日、小金井市内在住の方の紹介で、駐日ポーラ
ンド大使館のラドスワフ・ティシュキェヴィッチ次席が
来署されました。ティシュキェヴィッチ次席は、大学で
日本語を学んだ大変な親日家で、日本とポーランドの国
際親善に非常に貢献していただいている方です。次席は
防火衣着装やはしご車の乗車などを体験され、署員の車
両・各種装備説明も熱心に聞かれていました。最後は署
員とはしご車の前で記念撮影をして
署員との交流を深めました。ティ
シュキェヴィッチ次席が帰る際、「と
ても貴重で有意義な体験ができまし
た。これからも小金井市民のために
頑張ってください。」と流暢な日本
語で激励のお言葉をいただきまし
た。

駐日ポーランド大使館次席が消防体験！

東京消防庁小金井消防署

山岳救助訓練を実施

豊川市消防本部

愛
知
県

大
阪
府

地震発災時の自助及び救急車適正利用啓発
懸垂幕の設置

松戸市消防局　中央消防署

東
京
都

文化財防火デーに伴う消防訓練を実施

茨木市消防本部

千
葉
県

訓練開始前の様子 隊員放水要救助者を観察中 初期消火
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問合わせ先
　消防大学校調査研究部
　TEL: 0422-46-1713

　消防大学校では、消防本部等における消防防災体制の
強化のための知識・技術の向上に資するために、「消防研
修」を昭和40年（1965年）10月に創刊、毎年2回発行し、
各都道府県、消防学校、消防本部等に配布しています。
消防研修第107号では、「消防団」をテーマに特集しまし
た。
消防団は、常勤の消防職員が勤務する消防署とは異なり、
火災や大規模災害発生時に自宅や職場から現場へ駆けつ
け、その地域での経験を活かした消火活動・救助活動を
行う、非常勤特別職の地方公務員です。また、地域にお
ける消防防災のリーダーとして、平常時・非常時を問わ
ずその地域に密着し、住民の安心と安全を守るという重

要な役割を担います。
そこで今回の消防研修では、「消防団」を特集テーマとし
て、東日本大震災後の消防団のあり方や役割の変化、消
防団や消防団員の現状や今後の課題などを掲載しまし
た。
消防研修最新号は、消防大学校ホームページにも掲載し
ています。

消防研修第１０7号（特集：消防団）の発行

●地域防災における消防団の課題と啓発について
　　山口大学大学院創成科学研究科
　　消防大学校客員教授　瀧本　浩一

●未来を守る消防団
　〜共に支える新時代の消防団活動を考える〜
　　消防大学校客員教授
　　赤羽消防団副団長　小澤　浩子

●消防団
　　公益財団法人日本消防協会理事長　三輪　和夫

●『消防団の現状と充実強化施策』
　　消防庁国民保護・防災部地域防災室

●e-ラーニングシステムを活用した消防団教育について
　　東京消防庁消防学校校務課教育係長　出口　雅一

●消防団への加入促進に向けた豊橋市消防団の取り組み
　　豊橋市消防団長　松下　直弘

●「西原村消防団　熊本地震における活動報告」
　　熊本県西原村消防団団長　小城　保弘

●防災における女性の参画
　〜必要とされる人に〜
　　鹿児島県薩摩川内市消防団副団長　宮里　英子

消防研修第107号（特集：消防団）の主な掲載内容
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令和2年度　消防大学校 客員教授について
　消防大学校では、客員教授制度により、消防に関し特
に優れた知識及び経験を有し消防大学校における教育等
に対して顕著な協力をいただける方に対し、客員教授の
称号を授与しています。
この度、令和2年度の客員教授名簿を作成しましたので、
教育訓練等の講師選定の参考として紹介します。

※�　客員教授の連絡先については、消防大学校担当者ま
でお問い合わせください。
※�　客員教授への講師依頼等の事務については、依頼元
（各地域の消防学校等）が直接行い、これに係る費用は、
依頼元において御負担ください。

専門分野 氏　名 所属・職名

⑴　教育技法 山崎　洋史 昭和女子大学大学院
心理学専攻教授　総合教育センター長

⑵　人材育成 小島　晴夫 元さいたま市消防局長
⑶　組織管理 新井　雄治 元東京消防庁消防総監
⑷　消防実務法規 秋山　　惠 元東京消防庁理事兼総務部長
⑸　予防法令運用 荒井　伸幸 元東京消防庁理事兼総務部長
⑹　予防政策 有賀　雄一郎 日本消防検定協会監事
⑺　地域防災 瀧本　浩一 山口大学大学院創成科学研究科准教授
⑻　接遇、話し方技法、女性消防団活動 小澤　浩子 赤羽消防団　副団長
⑼　防災図上訓練 日野　宗門 Blog防災・危機管理トレーニング　主宰
⑽　危機管理 大庭　誠司 元消防庁次長

問合わせ先
　消防大学校教務部
　TEL: 0422-46-1712
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最近の報道発表（令和2年3月23日～令和2年4月24日）

報道発表

通知等

報道発表・通知

＜総務課＞

2.4.15 第34回危険業務従事者叙勲（消防関係）伝達式の中止
　令和２年５月14日及び15日開催予定の「第34回危険業務従事者叙勲伝達式」（於：合同庁舎第二号館（総務省）地
下２階講堂 令和２年４月11日（土）報道発表済）につきましては、新型コロナウイルス感染拡大を防止するとともに、
受章者の健康と安全に万全を期する観点から、中止とさせていただきます。
　また、受章者に対する賞件は、別途、交付をさせていただきます。

2.4.11 第34回危険業務従事者叙勲（消防関係） 第34回危険業務従事者叙勲（消防関係）受章者は、620名で勲章別内訳は、瑞宝双光章 327名、瑞宝単光章293名です。

2.4.1 消防防災科学技術研究推進制度の令和２年度研究課題の採択
　消防庁では、近年の自然災害の増加、少子高齢化、社会資本の老朽化等を踏まえ、消防防災分野における課題解決
や重要施策推進に資するため、消防防災科学技術研究推進制度（競争的資金）により研究開発を推進しています。
　この度、令和２年度の研究課題を採択しましたので、公表します。

＜救急企画室＞
2.3.27 「令和元年中の救急出動件数等（速報値）」の公表 　令和元年中の救急出動件数等の速報値を取りまとめましたので公表します。

2.3.27 「令和元年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」の公表

　近年、救急出動件数は年々増加しており、今後も高齢化を背景として救急需要が増大する一方、救急隊の増隊には
限界があるため、いかにして救急業務を安定的かつ持続的に提供するかが近年の救急業務に係る課題となっています。
こうした課題に対応するため、｢救急業務の円滑な実施と質の向上｣ 、｢救急車の適正利用の推進」等を目的として、｢
救急業務のあり方に関する検討会｣ を開催しました。
　このたび、検討結果を報告書として取りまとめましたので公表します。

＜予防課＞

2.4.21 「全出力50KWを超える電気自動車用急速充電設備の安全対策に関
する検討部会報告書」の公表

　電気自動車に搭載される電池の大容量化に伴い、高出力の電気自動車用急速充電設備（以下「急速充電設備」という。）
の普及が予想されるため、消防庁では、「全出力50kWを超える電気自動車用急速充電設備の安全対策に関する検討部会」
を開催し、当該設備に係る火災予防上必要な安全対策について検討を行いました。
　検討の結果、今般、報告書がとりまとめられましたので公表します。

2.4.1 消防法施行規則の一部を改正する省令（案）等に対する意見公募
の結果及び改正省令等の公布

　消防庁は、消防法施行規則の一部を改正する省令（案）等の内容について、令和２年２月４日から令和２年３月４
日までの間、国民の皆様から広く意見を公募したところ、７件の御意見がございました。この結果を踏まえて、本日、

「消防法施行規則の一部を改正する省令」、「消防用設備等試験結果報告書の様式の一部を改正する件」、「消防法施行規
則第四条の二の四第三項の規定に基づく防火対象物の点検の結果についての報告書の様式の一部を改正する件」及び

「消防法施行規則第四条の二の四第三項の規定に基づく防災管理の点検の結果についての報告書の様式の一部を改正す
る件」を公布しましたのでお知らせします。

2.3.31 消防用設備等点検アプリ（試行版）の提供開始
　消防庁では、建物関係者が御自身で行う消防用設備等の点検や点検結果報告書の作成を支援するため、令和２年３
月31日から「消防用設備等点検アプリ（試行版）」の提供を開始しますので、お知らせします。

2.3.24 「国宝・重要文化財（建造物）等に対応した防火訓練マニュアル」
の公表

　令和元年10月31日に発生した首里城跡での火災を受け、文化庁において、文化財等の　防火対策に関するガイドラ
インが昨年末に改訂されました。これを踏まえ、消防庁において、文化財等の関係者が実践的な訓練を実施して防火
体制の充実・強化を図ることが出来るように、訓練の事前準備から事後検証までの実施方法をとりまとめたマニュア
ル（以下「防火訓練マニュアル」という。）を策定したので、公表します。

＜危険物保安室＞	

2.3.30
危険物の規制に関する政令別表第一及び同令別表第二の総務省令で
定める物質及び数量を指定する省令の一部を改正する省令（案）に
対する意見公募

　消防庁は、危険物の規制に関する政令別表第一及び同令別表第二の総務省令で定める物質及び数量を指定する省令
の一部を改正する省令（案）の内容について、令和２年３月31 日から４月30 日までの間、意見を公募します。

2.3.27 「危険物施設の風水害対策のあり方に関する検討報告書（令和元
年度）」及び「危険物施設の風水害ガイドライン」の公表

　消防庁では、平成30年７月豪雨や台風21号等により、危険物施設においても多数の被害が発生したことを踏まえ、「危
険物施設の風水害対策のあり方に関する検討会」を開催し、調査・検討を行いました。
　この度、検討報告書（令和元年度）及び「危険物施設の風水害対策ガイドライン」がとりまとめられましたので、
公表します。

2.3.27
「過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対
策のあり方に関する検討報告書（令和元年度報告書）」の公表
について

　国内の石油製品需要の減少を背景として、過疎化や、それに伴う人手不足等により、給油取扱所（ガソリンスタンド）
の数が減少し、自家用車や農業機械への給油、移動手段を持たない高齢者への灯油配送などに支障を来す地域が増加
しています。このような状況を踏まえ、消防庁では、「過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策
のあり方に関する検討会」を開催し、調査・検討を行いました。
　この度、令和元年度の検討会報告書がとりまとめられましたので、公表します。

2.3.27 「火災危険性を有するおそれのある物質等に関する調査検討報告
書｣の公表

　消防庁では、令和元年５月より ｢火災危険性を有するおそれのある物質等に関する調査検討会」を開催し、新たな
化学物質等について調査検討を行いました。
　この度、本検討会の報告書が取りまとめられましたので公表します。

2.3.27 「屋外貯蔵タンクの浮き屋根の安全対策に関する検討報告書」の
公表

　消防庁では、屋外貯蔵タンクの浮き屋根の事故防止を目的として、「屋外貯蔵タンクの浮き屋根の安全対策に関する
ワーキンググループ」を開催し、調査・検討を行いました。

この度、検討報告書がとりまとめられましたので、公表します。

2.3.27 プラント保安分野におけるドローンの安全な活用の促進に向け
「ガイドライン」と「活用事例集」を改訂しました

　消防庁では、プラント保安分野におけるドローンの安全な活用の促進に向け、厚生労働省及び経済産業省と連携し、
「石油コンビナート等災害防止３省連絡会議」において、平成31 年３月に策定したプラント内でドローンを安全に運
用するための「ガイドライン」と国内外企業の先行事例を盛り込んだ「活用事例集」を改訂しました。

＜特殊災害室＞	

2.3.30 「先進技術を活用した石油コンビナート災害対応に関する検討会報
告書」の公表

　昨今のIoTやAI等の先進技術の発展や、産業保安分野における先進技術を活用した様々な取組みが推進されている中、
石油コンビナート災害対応をより安全で効果的に行うことを目的に、これら先進技術の災害対応時の活用方策につい
て調査分析を行い、現状における課題等の検討を加えた上で、今後の災害対応イメージを提案し、報告書を取りまと
めましたので公表します。

https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200415_soumu01.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/20200411_soumu_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/8d5166814af5d8938bbafcc352a34b8a2dc77792.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/20200327_houdou_2.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200327_kyuuki_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/a857173a93827d20eb9d5f4ec8b6c3e82f841051.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200401_yobou_2.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/f3d1bfd00e1885e47bbd5967799421bf9da3edf4.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200330_kiho.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/0c94dc6a93bc1b674756983b90c3e25bce8e500b.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200331_yobou_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200331_kiho_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200331_kiho_2.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/houdousiryou-kikenbutu.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200327_kiho_2.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/880f9bbc8506b6cd7d538b92121824087ece139b.pdf
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最近の通知（令和2年3月23日～令和2年4月24日）
発番号 日付 あて先 発信者 標　　題

事務連絡 令和2年4月23日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁危険物保安室 新型コロナウイルス感染症対応に伴う高濃度エタノール製品の使用について

（情報提供）

事務連絡 令和2年4月23日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁危険物保安室 アルコールの増産等に係る消防法令の弾力的運用について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月20日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月18日 各都道府県消防防災主管部（局） 消防庁救急企画室 新型コロナウイルス感染症を疑う救急患者への対応等について（依頼）

事務連絡 令和2年4月17日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月17日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

消防危第76号 令和2年4月15日 各都道府県知事
各指定都市市長 消防庁次長 危険物の規制に関する規則及び危険物の試験及び性状に関する省令の一部

を改正する省令の公布について（通知）

事務連絡 令和2年4月14日 各都道府県消防防災主管部（局） 消防庁救急企画室 新型コロナウイルス感染症患者等の転院等にかかる搬送の対応について（依
頼）

事務連絡 令和2年4月14日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月14日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月13日 各団体 消防庁総務課 新型コロナウイルス感染症対策本部（第28回）における総理発言について

消防予第101号 令和2年4月13日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁予防課長 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた消防法令の運用について

事務連絡 令和2年4月13日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月13日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

＜防災課＞	

2.3.26 津波避難計画の策定状況の調査結果

　消防庁では、市町村における津波避難計画の策定状況等について調査を実施し、この度、令和元年12 月１日現在の
状況を別添のとおり取りまとめましたので公表します。
　本調査結果を受け、本日、消防庁では、津波避難計画の策定が進んでいない地方公共団体に対し、必要な取組を進
めるよう通知を発出いたします。
　今後も津波発生時における避難に万全を期するよう地方公共団体に対し働きか
けを行ってまいります。

＜地域防災室＞	

2.4.10 「自主防災組織等の地域防災の人材育成に関する検討会」報告書の
公表

　平成30年8月から、「自主防災組織等の地域防災の人材育成に関する検討会」（座長：室﨑益輝 兵庫県立大学大学院
減災復興政策研究科長）を開催し、自主防災組織のリーダー等の育成に資する教育訓練のカリキュラム等の作成につ
いて、検討を行い報告書を取りまとめました。
　本日、その報告内容を地方公共団体に周知するとともに、地方公共団体の研修等での活用を依頼し、自主防災組織
等に対する地方公共団体の一層の支援を図ってまいります。

2.3.31 消防団員のマイカー共済 　本年４月１日より、消防団員向けの自動車損害共済事業を開始します。
　総務省として、本事業に要する分担金に対し、特別交付税措置を講じることとしています。

2.3.27 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改
正する政令（案）に対する意見募集の結果の公示及び政令の公布

　消防庁では、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令（案）の内容について、
令和２年２月26 日から令和２年３月12 日までの間、国民の皆様から広く意見を公募したところ、意見の提出はあり
ませんでした。なお、その他、案について全く言及しておらず、案と無関係と判断されるものが４件ありました。
　また、意見公募の結果も踏まえ、本日、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政
令を公布しましたので併せてお知らせします。

＜広域応援室＞	

2.4.10 緊急消防援助隊の登録状況について（令和２年４月１日現在）
　令和2年4月1日現在における緊急消防援助隊の登録数は、723消防本部の6,441隊（前年比増183隊増※）となりま
した。
　引き続き、大規模・特殊災害等に備え、緊急消防援助隊の充実・強化を進めてまいります。

＜参事官室＞	

2.3.27 「土砂災害における効果的な救助手法に関する高度化検討会報告書」
の公表及び「土砂災害時における消防機関の救助活動要領」の策定

　土砂災害における救助活動の充実を図ることを目的として、「土砂災害における効果的な救助手法に関する高度化検
討会」を開催して検討を行い、報告書をまとめました。
　その報告内容を踏まえて、「土砂災害時における消防機関の救助活動要領」を定め、都道府県を通じて各消防本部に
対し、土砂災害における効果的な救助手法に関する高度化に向けた取組について、より一層の推進を図ることを助言
しましたので公表します。

報道発表

通知等

報道発表・通知

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200423_kiho_jimu2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200423_kiho_jimu4.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0420jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200420_kyuuki_01.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0417jimurennraku2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0417jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/f4ec299ab9bc1f1f33cd5b5a42b871ea09002226.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200415_kyuuki_01.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0414jimurennraku2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0414jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200413_soumu_jimu1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200413_yobou_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/66fba51d78c4e9ac4d395f4322cbc1f6b2e60204.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0413jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/98c69ac9fd1392a88da9148d04da61b35461f750.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/2e5115bd3c86f6aabdf4d7b98fd87a8773a706ed.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200331_chibou_01.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200327_chibou_01.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/200410_kouiki_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/20200327kyuujohoudou.pdf
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事務連絡 令和2年4月13日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁危険物保安室 新型コロナウイルス感染症対応に伴う高濃度エタノール製品の使用について

事務連絡 令和2年4月10日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁危険物保安室 厚生労働省による特定アルコールの配布に係る消防法令の運用について

事務連絡 令和2年4月9日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月9日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

消防予第96号 令和2年4月9日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁予防課長 住宅用火災警報器の設置状況調査における報告期限の変更について

事務連絡 令和2年4月8日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部

消防庁消防・救急課
消防庁救急企画室

緊急事態宣言の発出及び 「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」
の改正等について

事務連絡 令和2年4月8日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 消防用設備等の設置に係る金融上の措置について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月7日

各都道府県防災担当主管部（局）長
各都道府県衛生主管部（局）長
各保健所設置市防災担当主管部（局）長
各保健所設置市衛生主管部（局）長
各特別区防災担当主管部（局）長
各特別区衛生主管部（局）長

内閣府政策統括官（防災担
当）付参事官（避難生活担当）
消防庁国民保護・防災部防
災課長
厚生労働省健康局結核感染
症課長

避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について

事務連絡 令和2年4月7日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年4月7日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

消防予第92号 令和2年4月7日 特定都道府県知事 消防庁次長
新型インフルエンザ等対策特別措置法第48 条第３項に規定する臨時の医療
施設に係る消防用設備等の基準の考え方及び臨時の医療施設の開設に当たっ
ての留意事項について

消防地第156号 令和2年4月7日 各都道府県消防主管部局長 消防庁国民保護・防災部地
域防災室長 第27回全国消防操法大会の中止等について

事務連絡 令和2年4月6日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

消防危第92号 令和2年4月3日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 新型コロナウイルスの感染拡大防止等に対応した危険物施設における検査等

の運用について（通知）

事務連絡 令和2年4月2日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

府政防第779号
消防災第62号
健感発0401第1号

令和2年4月1日

各都道府県防災担当主管部（局）長
各都道府県衛生主管部（局）長
各保健所設置市防災担当主管部（局）長
各保健所設置市衛生主管部（局）長
各特別区防災担当主管部（局）長
各特別区衛生主管部（局）長

内閣府政策統括官（防災担
当）付参事官（避難生活担当）
消防庁国民保護・防災部防
災課長
厚生労働省健康局結核感染
症課長

避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について

消防消第96号
消防予第77号 令和2年4月1日 各都道府県消防防災主幹部長

東京消防庁・各指定都市消防長
消防庁消防・救急課長
消防庁予防課長 建築基準法施行令の一部を改正する政令等の施行について（情報提供）

消防予第62号 令和2年4月1日 各都道府県知事
各指定都市市長 消防庁次長 「消防法施行規則の一部を改正する省令」等の公布について

消防消第101号 令和2年3月31日 各都道府県消防防災主管部（局）長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁消防・救急課長 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律等

について

消防情第107号 令和2年3月31日 各都道府県消防防災主管部⻑ 消防庁国⺠保護・防災部防
災情報室⻑ 新型コロナウイルス感染症対策に関する住⺠への独⾃の情報発信について

消防消第100号 令和2年3月31日 各都道府県消防防災主管部（局）長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁消防・救急課長 消防本部におけるハラスメント等への対応策 取組実態調査の結果 及び留意

事項 について （通知

消防予第76号 令和2年3月31日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁予防課長 「消防用設備等点検アプリ」（試行版）の運用開始について

事務連絡 令和2年3月30日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年3月30日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 「新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であ

ると認められる場合の休暇の取扱いについて」の一部改正について（情報提供）

事務連絡 令和2年3月30日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 ＮＴＴ固定電話のＩＰ網移行に伴い発生する事象に関する情報提供について

事務連絡 令和2年3月30日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁危険物保安室 給油取扱所に関する参考資料の送付について

事務連絡 令和2年3月30日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部

消防庁消防・救急課
消防庁救急企画室 「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等について

事務連絡 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

消防予第72号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁･各指定都市消防長 消防庁予防課長 消防用設備等に係る執務資料の送付について（通知）

消防危第89号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 危険物規制事務に関する執務資料の送付について

報道発表

通知等

報道発表・通知

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200413_kiho_jimu3.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200410_kiho_jimu2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0409jimurennraku2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0409jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200409_yobou_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0408jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/20200408_yobou_jimu1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200407_bousai_jimu1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0407jimurennraku2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0407jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200407_yobou_92.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200407_chibou_01.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0406nousui.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200403_kiho_92.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0402jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200401_bousai_62.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200401_syoukyu-yobou_96-77.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200401_yobou_62.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200331_syoukyu_101.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200331_boujyo_107.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/75083ad05116bdace90439e01279f8cbad25e998.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200331_yobou_76.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0330nousui.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0330jinnjiinn.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/a09b1a5577144f8bae57ff7f2a62f213a96bf0c2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200330_kiho_jimu1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0330houshinn.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0327jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200327.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200327_kiho_89.pdf
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消防危第88号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 給油取扱所における屋外での物品の販売等の業務に係る運用について

消防危第87号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所における可搬式の制御機器の使用に係

る運用について

事務連絡 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 防火対象物点検報告制度のリーフレットの配布について

消防危第74号
消防特第36号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長
消防庁危険物保安室長
消防庁特殊災害室長

プラントにおけるドローンの安全な運用方法に関するガイドラインの改訂等に
ついて

消防災第55号
消防危第86号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁国民保護・防災部防
災課長
消防庁危険物保安室長

危険物施設の風水害対策ガイドラインについて

消防危第84号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 屋外貯蔵タンクの浮き屋根の安全対策について

消防救第84号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部（局）長 消防庁救急企画室長 119番通報時及び救急現場における緊急度判定の導入の推進について

消防救第83号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部（局）長 消防庁救急企画室長 救急隊における観察・処置等について（通知）

消防救第82号 令和2年3月27日 各都道府県消防防災主管部（局）長 消防庁救急企画室長 外国人傷病者に円滑に対応するための消防機関における取組の推進について
（通知）

事務連絡 令和2年3月26日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症による地方公共団体職員の健康管理・安全管理に

ついて（情報提供）

事務連絡 令和2年3月26日 各都道府県消防防災主管部（局） 消防庁救急企画室 新型コロナウイルス感染症に係る入院医療提供体制等の整備への対応につい
て（依頼）

事務連絡 令和2年3月26日 各都道府県消防防災主管部局 消防庁消防・救急課 「令和元年度 消防庁女性活躍ガイドブック」の送付について

消防災第46号 令和2年3月26日 各都道府県消防防災主管部長 消防庁国民保護・防災部防
災課長 津波避難計画の策定等について

事務連絡 令和2年3月26日 各都道府県消防防災主管課 消防庁消防・救急課 再任用制度の運用等に係る調査結果について

事務連絡 令和2年3月25日 各都道府県消防防災主管部
消防・救急課
救急企画室
防災情報室

外国人・障害者に 円滑 に対応するための取組 に係る 現況 調査の結果につい
て

事務連絡 令和2年3月24日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和2年3月24日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 立入検査の重点化・効率化の推進について

（教養シミュレーション動画や消防本部の有効な取組事例等の周知）

消防危第58号 令和2年3月24日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 危険物等に係る事故防止対策の推進について

消防予第67号 令和2年3月24日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁予防課長 「国宝・重要文化財（建造物）等に対応した防火訓練マニュアル」について（通知）

事務連絡 令和2年3月24日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 2020年度全国統一防火標語の決定について

事務連絡 令和２年３月23 日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について（情報提供）

事務連絡 令和２年３月23 日 各都道府県消防防災主管部（局）
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁消防・救急課 新型コロナウイルス感染症への対応について

広報テーマ
6　月

①危険物安全週間
②全国防災・危機管理トップセミナー
③地震に対する日常の備え
④熱中症の予防

危険物保安室
防災課
防災課
救急企画室

5　月

①風水害への備え
②e-カレッジによる防災・危機管理教育のお
知らせ
③市町村長の対応力強化のための研修・訓練

防災課
防災課

防災課

報道発表

通知等

報道発表・通知

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200327_kiho_88.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200327_kiho_87.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/20200327_yobo_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/020327_tokusai.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200327_kiho_86.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200327_kiho_84.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/020330_kyuki_3.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/020330_kyuki_2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/f2af8676fcce0bf9a7e5295e75cd31413b840dac.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0326jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200326_kyuuki_01.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/set0326.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/453b98f0349971beeb03332a4d07e449736ef541.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200326_syoukyu_jimu.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/20200325_jimurenraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0324jimurennraku.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200324_yobou_2.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200324_kiho_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200324_yobou_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/75ea976c9f15a00ec23d71efafe61df026584a2d.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0323jimurennraku21.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/0323jimurennraku.pdf
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風水害に対する備え

防災課

はじめに
　我が国では、毎年、台風や梅雨前線等の影響による多
量の降雨があり、全国各地で洪水や土砂災害等の風水害
が発生しています。
　昨年10月に発生した令和元年東日本台風（台風第19号）
では、各地で河川の氾濫、堤防の決壊による浸水や土砂
崩れ等が多数発生しました。その後の大雨によるものを
含め、東北地方の太平洋側や関東地方を中心に死者・行
方不明者の方があわせて100名を超えたほか、10万棟を
超える住家被害が発生しました（令和２年４月10日現在）。

洪水
　流域に降った多量の雨水が河川に流れ込み、特に堤防
が決壊すると、大規模な洪水被害が発生します。また、
雨が降りやんでも洪水は起こります。上流で増水した水
が下流に到達するまでに時間差があるためです。令和元
年東日本台風では、大雨特別警報が解除された後にも、
上流で降った雨などの影響で川の水位上昇が続き氾濫が
発生しました。

土砂災害
　土砂災害とは、大雨や地震などが引き金となり、山や
崖が崩れたり、土砂が雨などの大量の水と混ざり合って
一気に流れたりする自然災害です。道路の陥落や道路へ
の土砂の崩落、橋梁の崩落などにより多数の孤立地域が
発生するおそれがあるほか、停電、断水等ライフライン
への被害や鉄道の運休等の交通障害が発生するなど、住
民生活に大きな支障が生じます。

局地的な大雨による災害
　近年、雨の降り方が局地化、集中化、激甚化しており、
中小河川の急な増水、地下空間やアンダーパス(※)の浸
水等により、車の立ち往生や、床上・床下浸水等の被害
が生じる事例が多く発生しています。道路では、大量の
雨水が下水管に流れ込むと、マンホールのふたが浮き上
がり、外れてしまうこともあります。転落を防ぐためにも、

早めの避難が命を救う
　風水害では、逃げ遅れにより甚大な被害が発生します。
逃げ遅れが起きるのは、危険が迫っていてもなかなか実
感ができず、自分は被害に遭わないだろうという思い込
みに陥ってしまうからです。｢まだ避難しなくても大丈
夫｣ ではないのです。また、｢近所の人が誰も避難して
いない｣ からではなく、自ら積極的に避難することが重
要です。各自治体が公開しているハザードマップを普段
から確認し、自らが、いつ、どこに避難するか、事前に
ルールを決めておきましょう。

最近の災害を踏まえた動向
　平成30年７月豪雨等の教訓を踏まえ、住民が様々な防
災情報の意味を直感的に理解できるよう、昨年の出水期
より、防災情報を下記のとおり５段階の警戒レベルによ
り提供し、住民等の避難行動を支援することとされまし
た。しかしながら、令和元年東日本台風等では、避難を
しなかったり、避難が遅れたりしたことによる被災が多く
みられ、防災情報の提供方法や避難の呼びかけの仕組み
が十分に理解されていないなどの課題が顕在化しました。
　これらの課題を踏まえ、防災対策実行会議の下に設置
されたワーキンググループによる検討が行われ、平時よ
り災害リスクととるべき行動や防災情報について理解し
ておくことの重要性等が報告されました。これを受け、
令和２年度は、出水期までに、避難行動を促す普及啓発
活動である「避難の理解力向上キャンペーン」をあらゆ
る主体に参画いただき日本全国で展開していきます。

問合せ先
　消防庁国民保護・防災部防災課
　TEL: 03-5253-7525

「令和元年東日本台風」による浸水被害
宮城県丸森町（山形県消防防災航空隊提供）

＜警戒レベルの概要＞

冠水した道路を歩くのは絶対にやめましょう。
※アンダーパス：交差する鉄道や他の道路などの下を通
過するために掘り下げられている道路などの部分。周
囲の地面よりも低くなっているため、大雨の際に雨水
が集中しやすい構造となっています。
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